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むすびにかえて

は じ め に

１９４９年の中華人民共和国（以下，「人民共和国」

と略記）建国以後に形成された政治経済体制が

中国の社会と経済をどのように変容させたかと

いう問いは，２０世紀において世界的に出現した

社会主義体制の歴史的意義を実態に即して捉え

る上で避けて通れない論点である。しかし１９７０

年代後半以降の中華民国期（１９１２～４９年）研究

の進展，および同時代的関心にもとづく改革開

放時期（１９７８年～）分析の隆盛とは対照的に，

人民共和国建国前後から計画経済期（１９５３～７８

年）に関する研究はおもに史料的な制約から制

度，法令やマクロ統計の分析など限定的な視角

に止まらざるを得なかった［Perkins１９６６；Don-

nithorne１９６７；三木１９７１；小林１９７４；上原１９７５

／７６；Lardy１９７８］。これに対して近年，徐々に

公開されつつある地方�案（行政文書）や刊行

資料集を利用した実証研究が発表され，多くの

示唆を得ることができる［董１９９６；泉谷２０００；

２００４；林２００２；川原２００３；張２００６］。ただしそ

の一方で，１９４９年の政権交代による諸制度の変

革とその下での構造変動の関係を正面から扱っ

た研究は意外にも少ない。むろん，制度の変革

はそのまま社会経済の変革を意味するものでは

ないが，新政権が制度変革を通じてその統治方

針の実現を試みる以上，制度変革はやはり政権

交代のもたらすもっとも具体的な変化のひとつ

であり，その実態と影響を検討することには意

味があると考える。

そしてなかでも注目すべきは，政府の経済活

動を規定する税財政制度の変革である。民国期

における税財政制度については，清末以来の財

政権の分散化という状況のなかで，中央と地方

の財源を明確化し，中央財政と地方財政の区分

を前提とした上で財政の統一，集権化を目指す

「国地財政劃分」が推進されたことが知られて

いる［李１９２９；金子１９８８］。一方，人民共和国

建国以後，計画経済期においては，中央集権的

枠組みを採りつつ，国税（中央税），地方税の

徴収をともに地方が担い，中央財政は地方から

の財政移転に依存する体制が採られていたとさ

れる［石原１９９０；田島２０００］。こうした両時期

の税財政制度については，先行研究においてそ

れぞれ詳細に検討されているが［賈１９６２；楊

１９８５；国家税務 総 局２００１；藤 本１９７１；Hsiao

１９８７；左・宋１９８８；劉１９８８；南部１９９１］，基本

的にその対象時期は１９４９年で分断され，両時期

の制度上の相違を自明のものと捉えているため

に，かえって制度変革のもたらした影響は十分

に考察されていない（注１）。また人民共和国期を
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扱った研究の多くは前史として民国期から説き

起こしているが，中国共産党（以下，「中共」と

略記）統治地域の制度からの連続性にのみ注目

する傾向が強い。しかし制度変革の影響を考察

する上で重要なのは，新たに変革を経験した地

域の変化を通時的に分析する視点であり，税財

政制度の変革過程においてその地方財政の構造

がどのように変動し，また地方政府の経済活動

にいかなる影響がみられたかという点こそが検

討されなければならない。

そこで本稿では，戦後国民政府期（１９４５年９

月～４９年５月）から人民共和国初期（１９４９年６月

～５６年１２月）にかけての上海市の財政構造の変

動に注目する（注２）。周知の通り上海は１８４３年の

開港以後，民国期を通じて中国の工業，貿易，

金融の中心地となり，そこから得られる商工業

税（注３）収入は常に政府の重要な財源であった。

また，第２次大戦中の租界の接収を経て，戦後

には改めて人民共和国期へと連続する単一の財

政単位が形成されており，この上海市財政が人

民共和国建国以後の税財政制度変革によりどの

ような影響を受けたかという点は，中央－地方

間財政構造および中国経済における地方財政の

位置づけの変化を考察する上で興味深い。むろ

ん，上海はきわめて特殊性の強い都市であるが

ゆえに，制度変革が地方財政一般にもたらした

影響を論じる上での平均的な事例とはいえない。

本稿があえて上海を取り上げる理由は，上海が

制度変革によって被った経済的影響の相対的な

大きさに注目するためである。

上海市財政を扱った先行研究としては，計画

経済期を対象とした毛里（１９９０）があり，また

近年刊行された地方志資料の汪（１９９５）と『上

海財政税務志』編纂委員会（１９９９）より豊富な

情報が得られるが，これらも両時期をまたいだ

市財政構造の変動については明示的に論じてい

ない。それゆえ本稿では，両時期の制度の相違

を踏まえつつ，その下での上海市財政の構造を

通時的に考察するという手法を採る。こうした

作業は，人民共和国建国の社会経済的なインパ

クトの一端を検証することに他ならない。

Ⅰ 政権交代による税財政制度の変革

１９４９年の政権交代は中共による軍事的革命と

いう形をとり，新政権は革命の名の下に既存の

制度の変革に着手した。とりわけ税財政制度に

おいては，新政権の財政思想のみならず建国初

期の客観的状況にもとづいて少なからぬ変革が

進められたのである。本節では，戦後国民政府

期と人民共和国初期における税財政制度の基本

構造を，中央－地方間の財政管理方針およびそ

れぞれの財源に注目しつつ確認したい。

１．戦後国民政府期

第２次大戦後の国民政府の税財政制度は，基

本的に戦前の方向性を引き継ぐものであった。

１９２８年に成立した南京国民政府の中央－地方間

財政関係は，既に述べたように，清末以来の財

政的課題である中央財政の再建と強化を目的と

し，国税と地方税を明確に区分することで中央

の財源を安定的に確保しつつ地方に独自の財源

を与える「国地財政劃分」を志向していた。そ

してその中央財政は，周知の通り関税，塩税，

統税（紙巻タバコ，綿糸，マッチなどの工業製品

に対し出荷時に課する消費税）の３大間接税を柱

としており［久保１９８３］，加えて所得税，遺産

税，印花税（印紙税）など西洋の租税理念にも

とづく直接税の導入を推進し，税制の近代化と
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中央財源の確保に積極的であったことが知られ

ている［林２００５］。さらにこれらの国税を確実

に徴収するために各地に中央財政部直属の徴収

機関が設置されたが［国家税務総局２００１，１３６―

１４０，１８２―１８４，２１１―２１２］，その税源は上海をは

じめとする特定の都市に集中しており，中央財

政は基本的に都市からの税収に依存する構造で

あった。

その一方で，地方財政に関しては国民政府成

立直後の１９２８年に清末以来の地方勢力の重要な
り

財源となっていた釐金（地方流通税）を廃止し，

その補�として従来国税であった田賦（土地税）

と新設の営業税を地方税に割り当てた。そして

１９３５年の「財政収支系統法」公布により中央―

省（行政院直轄市）―県（市）の各財源を確定

した後，地方政府に毎年財政収支の概算を提出

させ中央の認可を経て地方予算を作成するよう

義務づけ，地方経費の不足時には中央から補助

金を投入することとしている。ただしこれらの

措置は必ずしも十分な成果を挙げたわけではな

く，例えば内田（１９８４）によれば，１９３０年代前

半の山西省，綏遠省では一度も予算が成立せず，

また省に留め置かれた国税が中央補助金として

追認されていた可能性が高いとされる。このよ

うに地方財政の制度化は，１９３０年代にまさに途

上にあった南京国民政府下における国民国家建

設の試みの一環であったのである［江蘇省編写

組１９９６，７６０―７６４，７７０―７９０，２５１９―２５６５］。

こうした試みがなされるなか日中戦争が勃発

すると，膨張する軍事費を調達する必要から非

常時期利得税の導入による中央財源の確保や田

賦と営業税の国税化が進められた。さらに１９４２

年には，財政の集権化を目的として財政単位が

国家財政と地方自治財政の２級制に改変されて

いる［崔１９９５；侯２０００；林２００５］。しかしこの

集権的体制も終戦後には解除される方向にあ

り，１９４６年７月に修正，公布された「財政収支

系統法」により再び３級制財政が復活し［江蘇

省編写組１９９６，８０６―８２４］，また国税，地方税の

区分も改めて以下のように定められた。

国税：関税，塩税，貨物税（統税から改称），

鉱産税，所得税，印花税，特種営業税（注４）

地方税：契税（土地取引税），土地改良物税あ

るいは房捐（家屋税），屠宰税（屠殺税），

営業牌照税（営業許可証税），使用牌照税

（車両使用許可証税），筵席税（宴席税），

娯楽税，土地税，営業税，遺産税

ここで注目すべきは，戦時中に国税に組み入

れられていた土地税，営業税，遺産税が段階的

に地方税に戻されている点である（注５）。ここか

ら，戦後国民政府が日中戦争期の集権化の影響

を受けつつも，基本的には戦前の税財政制度の

方向性を継承していたことが窺えよう。

表１により戦前および戦後の中央財政収入を

みると，１９４６年と４７年とではインフレの影響か

ら収入額が急増している点（注６），戦後復興のた

めの公債，借款収入が莫大な額に上っている点

が目を引く（注７）。しかし税収に関していえば，

戦前と同じく関税，塩税，貨物税が中心である

一方で，所得税や印花税といった直接税がわず

かながらではあるが戦前より割合を増している

ことが確認できる。これは戦時期に展開された

直接税推進の影響であるといえ，戦前以来継続

している中央財政収入の基本構造のなかに，国

民政府が進めてきた税制近代化の足跡がみて取

れる。

このように，戦後国民政府は戦時という非常

事態に進められた集権化を出発点としつつも，
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基本的には戦前以来の「国地財政劃分」の原則

にもとづく税財政体制を志向し続けてきた。そ

の試みは結局，国共内戦の本格化とそれにとも

なうインフレの激化などの要因により短期間で

幕を閉じざるをえなかったが，こうした基本方

針自体は確認されるべきである。

２．人民共和国初期

これに対して人民共和国建国後に導入された

税財政制度は大きく異なるものであった（注８）。

人民共和国建国直後の１９５０年３月，新政権が

まず実行したのは地方財政をおかずにすべての

財政収入を中央に一元化する全国財政の統一で

あった［財政部綜合計画司１９８２，３１―３６］。その

（単位：１９３６年は１００万元［法幣］，１９４６／４７年は億元［法幣］）

１９３６年 １９４６年 １９４７年

税収
関税
塩税
土地税
貨物税（統税）
所得税
過分利得税
営業税
特種営業税
遺産税
印花税
鉱税
銀行税
煙酒税
交易所税

７６１
４０８
１７０
─
１４６
７
─
─
─
─
９
５
＊
１４
＊

１００．０％
５３．６％
２２．４％

─
１９．２％
１．０％
─
─
─
─

１．１％
０．７％
＊

１．９％
＊

６６．６％
３５．７％
１４．９％

─
１２．８％
０．６％
─
─
─
─

０．８％
０．４％
＊

１．２％
＊

１２，９９２
３，３５１
２，１００
５１０
４，９８７
５３９
２７３
５６０
２
３１
５０２
１３７
─
─
─

１００．０％
２５．８％
１６．２％
３．９％
３８．４％
４．１％
２．１％
４．３％
＊

０．２％
３．９％
１．１％
─
─
─

１８．４％
４．７％
３．０％
０．７％
７．０％
０．８％
０．４％
０．８％
＊
＊

０．７％
０．２％
─
─
─

１０４，６８０
２３，１６６
１９，０８７
６６

４４，８２３
７，５８２
２，１２９
２２３
１，３８０
３６５
４，７７７
１，０８１
─
─
─

１００．０％
２２．１％
１８．２％
０．１％
４２．８％
７．２％
２．０％
０．２％
１．３％
０．３％
４．６％
１．０％
─
─
─

２８．３％
６．３％
５．２％
＊

１２．１％
２．０％
０．６％
０．１％
０．４％
０．１％
１．３％
０．３％
─
─
─

罰金・手続費等
公有事業収入等
公債・借款収入
その他収入

４２
９
３３０
─

３．７％
０．８％
２８．９％

─

２，１８１
３１１

５５，２８１
４

３．１％
０．４％
７８．１％

＊

３，４９５
９５４

２６０，９３５
１５

０．９％
０．３％
７０．５％

＊

総計 １，１４３ １００．０％ ７０，７７１ １００．０％ ３７０，０７８ １００．０％

（出所） 江蘇省編写組（１９９６，３０１９―３０２０，３０３４―３０４０，３０７７）を整理して作成（原表の出所は「中国第二歴史

�案館館蔵国民政府主計部歳計局決算�案」）。
（注）（１）表中の「─」は数値が０，「＊」は四捨五入しても有効数値に満たないことを意味する。以下の表も同

じ。

（２）「罰金・手続費等」は，原表の「罰金・賠償収入」，「規定手続費収入」，「財産・物資販売収入」，「寄付

・贈与収入」，「実物徴借収入」，「財産利益収入」の合計。

（３）「公有事業収入等」は，原表の「公有営業利益収入」，「公有事業収入」，「投資回収・基金収入」の合計。

（４）１９３６年は１９３６年７月１日より翌年６月３０日まで，１９４６，４７年は各１月１日より１２月３１日を会計年度と

する。

（５）１９３６年の「総計」は，原表では「１，１９５，４０３．５０」であるが，本表では各項の合計を用いた。

表１ １９３６／４６／４７年 国民政府収入額

政権交代と上海市財政構造の変動（１９４５～５６年）
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狙いはおもに内戦末期から続くインフレの抑止

にあり，内戦期間中に中共の各支配地域におい

て独立していた財政を統合することで中央財政

収支を平衡させ，紙幣の発行を抑えることが目

指された。ただし，この極端な中央集権体制は

一種の臨時的措置であり，通貨安定と財政統一

が基本的に達成された後には徐々に解除さ

れ，１９５１年に中央―大行政区―省（直轄市）の

３級制財政が確立した。そして１９５３年には大行

政区の実質的廃止に伴い中央―省（直轄市）―

県という国民政府時期と同様の体制が採られて

いる［財政部綜合計画司１９８２，４５―４８，６４―６７］。

１９５１年以降の中央―地方間財政関係は一般に

「統一指導，分級管理」と表現されるが，その

財源の割り当てについては，毎年微調整が繰り

返されたものの基本的に以下のようにまとめら

れる［財政部綜合計画司１９８２，４５―４８，５６―５８，６４

―７１，７９―８５］。

中央固有の収入：関税，塩税，中央国営企業

収入

地方固有の収入：交易税，屠宰税，房捐，地

産税，特種消費行為税（宴席，娯楽，冷

食，旅館に課される税），使用牌照税，地

方国営企業収入

「比例解留収入」（中央と地方が一定の割合で

分け合う収入）あるいは，

「中央調剤収入」（主要には中央収入だが，地

方収入の不足時に投入される収入）：農業

税，工商業税（営業税，所得税等を含めた

単一の税），貨物税，綿紗統銷税（綿糸販

売に課す税。１９５１年導入），印花税（注９），

商品流通税（特定の商品の貨物税，営業税，

印花税を統合した税。１９５３年導入）

ここで，戦後国民政府期との比較で焦点とな

るのは，主要な税を含む「比例解留収入」およ

び「中央調剤収入」の配分基準であるが，それ

は毎期ごとに地方の財政収支状況にもとづいて

中央が決定しており，実質的に地方の固有の収

入と規定された税収項目は戦後国民政府期より

も減少していた（注１０）。ただしそれにもかかわら

ず，実際の徴税業務については，建国直後の１９５０

年１月に従来の国税徴収機構を撤廃して各地に

地方政府管轄の税務局を設置し，国税，地方税

を含めた当該地域内の徴税をすべて担わせる体

制が採られている［財政部税務総局１９８７，４９―５３］。

これは地方に国税の徴収を委託してそれを吸い

上げる構造であったことにほかならない。そし

てそもそも地方の財政予算自体も，１９５１年８月

政務院公布の「予算決算暫行条例」において中

央が先に編成する収支指標にもとづいて各級が

作成するとされ［中央人民政府法制委員会１９５３，

１２４―１３０；汪１９９５，２４１―２４２］，上海市の例では中

央が定めた収入指標と支出指標の比率（例えば，

収入対支出＝１０対８）を基準として実際の予算

内財政収入（注１１）から上解支出（国税とは別に設

定された地方財政余剰分の中央への上納）額が算

出されていた［『上海財政税務志』編纂委員会１９９９，

２２８―２２９］。つまり，地方の財政規模および上解

支出の大枠も基本的には中央が定める収支指標

によって決まるのであり，同時期の中央―地方

間財政関係は，地方固有の税収項目を削減して

地方の財政収支額自体を中央の管理下におく体

制であったといえる（注１２）。

こうした税財政制度は，建国直後の極端な中

央集権体制とは一線を画するとはいえ，明らか

に民国期の「国地財政劃分」とは異なるもので

あった。その導入の背景には複数の要因が存在

したとみられるが，ひとつにはソ連の社会主義
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財政思想の影響が挙げられる。当時のソ連にお

いては，国家予算と経済計画を対応させる目的

から，「民主的中央集権主義」の原則にもとづ

き，中央財政にあたる「連邦予算」と１５の「連

邦構成共和国国家予算」を総合して「国家財政」

としており，連邦以下の各級における収入財源

の範囲の最終的な決定権は連邦に属していた

［気賀１９６４，１８９―２０１；佐藤１９６５，１１６―１１７］。人

民共和国の税財政制度も，基本的にこうした社

会主義財政思想からその枠組みを得ていたと考

えられる。

もうひとつはより現実的な側面で，１９５０年に

勃発した朝鮮戦争への参戦による国防費（１９５０

年決算では軍事費）支出の増加，およびそれに

続く経済建設費支出の増加である。国防費はそ

の１００パーセントが中央財政から支出されるこ

とになっていたが，１９５０年に国家財政支出（ソ

連財政と同じく，中央，大行政区，省，県等の各

級財政支出の総和を意味する）の３８．１９パーセン

トを，５１年には４１．６４パーセントを占めるなど

急増している［中国社会科学院・中央�案館１９９５，

６６０―６６２，１２１０―１２１１；藤本１９７１，４４］。さらに泉

谷（２００１，１４７―１４８）が指摘するように，１９５１年

から軍事と経済建設の両方を追求する方針転換

が図られ，中央財政からの支出が約８割を占め

る経済建設費が国家財政支出の３０．３４パーセン

トに達し，中央財政支出は再び拡大した［藤本

１９７１，５０―５１］。そして１９５２年以降，軍事費の割

合は国家財政支出の２５パーセント程度に落ち着

いたものの，経済建設費の方は第１次五カ年計

画期を通じて増加の一途を�っている。こうし

た建国初期の中央財政支出の増加が，ソ連の社

会主義財政思想という枠組みを土台として中央

主導の税財政体制の採用を導いたと理解できよ

う（注１３）。

しかし，ここでさらに浮かび上がる疑問は，

新政権がいかにして中央主導の税財政体制を実

質的に機能させることができたのかという点で

ある。清末以来の財政改革の潮流を想起するな

らば，その主要な課題は地方から中央への送金

拒否や割引きが蔓延するなかでの中央財政収入

の安定的な確保にあった。民国期における中央

主管の国税徴収機関の設置もまさにそのリスク

回避を目的としたものであったが，この点で地

方に国税徴収を委託する人民共和国の制度は逆

行している。また，中央による地方財政収支管

理にしても，太平天国期以降における清朝の酌

撥制度（清朝財政の統括機関である戸部が各省へ

財政資金の移動を指示するシステム）の崩壊過程

が示すとおり，中央からの収支指標が地方の経

済状況の実態から乖離すればそもそも予算とし

て機能せず，上納送金拒否や予算外収支の膨張

を引き起こす可能性を常に孕んでいた（注１４）。で

はこれらの歴史的課題は人民共和国初期におい

てどのように解決されたのであろうか。筆者は

中央主導の税財政体制が機能しえた最大の要因

は，建国初期に進められた通貨管理の徹底と国

家経済間の帳簿決済の拡大であると考える。新

政権は建国直後の物価安定策の一環として１９５０

年４月から現金管理を行い，朝鮮戦争参戦以後

の同年１２月にはより範囲の広い通貨管理を開始

したが，そのなかで中国人民銀行を各級財政の

出納機関とし，各国家機関，国営企業間の取引

については人民銀行を通じた帳簿決済で処理す

ることとしている［宮下１９６７，１４５―１７５；南部

１９９１，９４―９８］。また民間金融機関の公私合営化

が他業種に比べてもっとも早い１９５２年に完了し

たことは周知の通りであり［泉谷２００２］，当時

政権交代と上海市財政構造の変動（１９４５～５６年）
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の具体的な現金流通量の推移は不明であるが，

これらの措置によって国家機関，国営企業の範

囲外を流通する貨幣量が著しく減少したことは

想像に難くない（注１５）。さらに中国銀行による外

国為替の一元的管理は人民元を世界経済の変動

から切り離し，通貨管理における不確定要素を

減少させた［三木１９７１，４３２―４３４］。これらを税

財政制度に引きつけていえば，通貨管理の徹底

と帳簿決済の拡大は政府が直接現金を徴収，放

出する必要性を低下させ，財政における上級へ

の上納と収支管理は帳簿上でより明確かつ容易

に行われるようになったのである。むろん，こ

うした帳簿決済に依拠する体制は漸進的に形成

されたのであり，また帳簿と実態経済との間に

ギャップが生じる可能性は常に存在していたが，

政府による貨幣と物資の流通管理が強固に維持

される限りはそうした矛盾を内包しつつも機能

し続けることができたであろう。その意味で建

国初期の貨幣回収は当面のインフレ抑制以上に

大きな意味をもっていた。

さて，表２は人民共和国初期の国家財政収入

（同じく各級財政収入の総和）を示している。統

計の性質上，国税である関税の割合が戦後国民

政府期の中央財政収入にくらべて低下している

のは当然であるが，その絶対額も１９５１年以降下

降傾向にあるのは朝鮮戦争を契機としたアメリ

カ主導の対中禁輸政策が大きな要因であろう。

ここにも人民共和国初期の客観的状況の変化に

よる影響がみて取れる。一方，貨物税系統（１９５１

～５２年の綿紗統銷税，５３年以降の商品流通税を含

む）や工商業税といった主要な商工業税の合計

は，財政収入において常に２５～３０パーセント，

税収においては５０～６０パーセントを占めている。

とりわけ従来の営業税を組み入れた工商業税の

割合は大きく，これらが「比例解留収入」とし

て基本的に中央の管理下にあったことを考慮す

れば，中央財政の主要な柱であったといえよう。

営業税を地方固有収入から外した要因はこうし

た文脈からも理解することができる。

そして，表２でもうひとつ注目すべきは国営

企業収入（税収とは別の，利潤上納と減価償却基

金上納）の着実な増加であり，１９５６年には財政

収入の４５パーセントを占め，税収とともに国家

財政収入の半分を担う存在になっていた。しか

し同表の示す国営企業収入額もやはり中央と地

方それぞれに所属する企業からの収入の総和で

あり，後述するように，同表からは読み取れな

い両者の比率こそが中央―地方間財政関係の重

要なポイントとなるのである。

以上の比較からみえてくるように，両時期の

税財政制度，とりわけ中央―地方間財政関係の

方針には少なからぬ差異が存在していた。それ

は端的にいえば，戦後国民政府期が「国地財政

劃分」を掲げて中央が安定的に確保できる税収

を直接抑えつつ，地方にも固有の税収を分割し

て中央財政と地方財政を明確に区分する体制で

あったのに対し，人民共和国初期は，地方固有

の税収を減らして地方財政の収支額自体を直接

管理する体制であったとまとめられる。そして

税財政制度の変革において焦点となったのは，

商工業税収および人民共和国建国後に増加した

国営企業収入の中央―地方間における分配であ

った。この点に注目しつつ，以下では上海市に

おける実態を検討したい。

Ⅱ 上海市の商工業税徴収と税収

上海市は国民政府統治下においては行政院の
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表
２
１９
５１
～
５６
年
国
家
収
入
総
決
算
額

（
単
位
：
１０
００
億
元
［
人
民
元
］）

１９
５１
年

１９
５２
年

１９
５３
年

１９
５４
年

１９
５５
年

１９
５６
年

税
収 関
税

塩
税

農
業
各
税

貨
物
税

商
品
流
通
税

棉
紗
統
銷
税

工
商
業
税

利
息
所
得
税

印
花
税

地
方
各
税

交
易
税

屠
宰
税

房
地
産
税

特
殊
消
費
行
為
税

使
用
牌
照
税

土
地
登
照
税

そ
の
他
の
税

７１
４ ６９ ３４ １７
７
１６
１ ─ １３ １８
８ １ ２１ ─ １４ １６ １１ ３ ２ ３ ─

１０
０．
０％
９．
７％
４．
８％

２４
．７
％

２２
．６
％ ─

１．
９％

２６
．４
％

０．
１％
３．
０％ ─
１．
９％
２．
３％
１．
６％
０．
４％
０．
３％
０．
４％ ─

４９
．４
％

４
．８
％

２
．３
％

１２
．２
％

１１
．２
％ ─

０
．９
％

１３
．１
％

０
．１
％

１
．５
％ ─

０
．９
％

１
．１
％

０
．８
％

０
．２
％

０
．１
％

０
．２
％ ─

９３
０ ４８ ４０ ２２
１
２０
２ ─ １７ ２７
０ １ ３３ ８１ ─ ─ ─ ─ ─ ─ １７

１０
０．
０％
５．
２％
４．
３％

２３
．８
％

２１
．７
％ ─

１．
８％

２９
．０
％

０．
１％
３．
５％
８．
７％ ─ ─ ─ ─ ─ ─
１．
９％

４６
．６
％

２
．４
％

２
．０
％

１１
．１
％

１０
．１
％ ─

０
．９
％

１３
．５
％

０
．１
％

１
．６
％

４
．０
％ ─ ─ ─ ─ ─ ─

０
．９
％

１
，１
９７ ５０ ４６ ２７
５
１３
２
２７
１ ─
３４
１ １ １３ ─ １３ ３４ １６ ３ ３ ─ ─

１０
０．
０％
４．
２％
３．
９％

２３
．０
％

１１
．０
％

２２
．６
％ ─

２８
．５
％

０．
１％
１．
１％ ─
１．
１％
２．
９％
１．
３％
０．
２％
０．
２％ ─ ─

４６
．０
％

１
．９
％

１
．８
％

１０
．６
％

５
．１
％

１０
．４
％ ─

１３
．１
％ ＊

０
．５
％ ─

０
．５
％

１
．３
％

０
．６
％

０
．１
％

０
．１
％ ─ ─

１
，３
２２ ４１ ５２ ３３
１
１４
２
２９
５ ─
３７
４ １ １３ ─ ９ ４１ １６ ３ ３ ─ ─

１０
０．
０％
３．
１％
３．
９％

２５
．１
％

１０
．８
％

２２
．３
％ ─

２８
．３
％

０．
１％
１．
０％ ─
０．
７％
３．
１％
１．
２％
０．
２％
０．
２％ ─ ─

４３
．０
％

１
．３
％

１
．７
％

１０
．８
％

４
．６
％

９
．６
％ ─

１２
．２
％ ＊

０
．４
％ ─

０
．３
％

１
．３
％

０
．５
％

０
．１
％

０
．１
％ ─ ─

１
，２
８７ ４７ ４８ ３０
７
１７
２
３０
９ ─
３２
１ １ １５ ─ ６ ３８ １７ ２ ３ ─ ─

１０
０．
０％
３．
６％
３．
７％

２３
．９
％

１３
．４
％

２４
．０
％ ─

２４
．９
％

０．
１％
１．
２％ ─
０．
５％
２．
９％
１．
３％
０．
２％
０．
２％ ─ ─

４２
．２
％

１
．５
％

１
．６
％

１０
．１
％

５
．７
％

１０
．２
％ ─

１０
．５
％ ＊

０
．５
％ ─

０
．２
％

１
．２
％

０
．６
％

０
．１
％

０
．１
％ ─ ─

１
，４
１６ ５４ ４８ ２９
７
２０
４
３５
８ ─
３７
４ １ １６ ─ ３ ３９ １６ ２ ３ ─ ─

１０
０．
０％
３．
８％
３．
４％

２０
．９
％

１４
．４
％

２５
．３
％ ─

２６
．４
％

０．
１％
１．
１％ ─
０．
２％
２．
８％
１．
１％
０．
１％
０．
２％ ─ ─

４７
．５
％

１
．８
％

１
．６
％

９
．９
％

６
．８
％

１２
．０
％ ─

１２
．５
％ ＊

０
．５
％ ─

０
．１
％

１
．３
％

０
．５
％

０
．１
％

０
．１
％ ─ ─

国
営
企
業
収
入

銀
行
・
保
険
収
入

公
債
・
借
款
収
入

そ
の
他
の
収
入

前
年
度
繰
越
分

貨
幣
発
行
収
入

３２
１ ─ ４７ １３
３
１２
４
１０
４

２２
．３
％ ─

３
．３
％

９
．３
％

８
．６
％

７
．２
％

５３
２ １６ １７ １６
６
３３
５ ─

２６
．６
％

０
．８
％

０
．８
％

８
．３
％

１６
．８
％ ─

７６
７ ４９ ─
１６
３
４２
３ ─

２９
．５
％

１
．９
％ ─

６
．３
％

１６
．３
％ ─

９９
６
１７
９ ─
１２
６
４５
１ ─

３２
．４
％

５
．８
％ ─

４
．１
％

１４
．７
％ ─

１
，１
１９ ２３
６ ─ ９０ ３１
５ ─

３６
．７
％

７
．７
％ ─

３
．０
％

１０
．３
％ ─

１
，３
４３ ７２ ─ ５０ １０
１ ─

４５
．０
％

２
．４
％ ─

１
．７
％

３
．４
％ ─

総
計

１
，４
４３

１０
０
．０
％
１
，９
９７

１０
０
．０
％
２
，６
００

１０
０
．０
％
３
，０
７４

１０
０
．０
％
３
，０
４８

１０
０
．０
％
２
，９
８２

１０
０
．０
％

（
出
所
）
１９
５１
～
５２
年
：
中
国
社
会
科
学
院
・
中
央
�
案
館
（
１９
９５
，
１２
０８

―１
２０
９
，
１２
１６

―１
２１
８
）。

１９
５３
～
５６
年
：
中
国
社
会
科
学
院
・
中
央
�
案
館
（
２０
００
，
２２
２
―２
２３
，
２７
１
―２
７３
，
２７
９
，２
８９
，
２９
１
―２
９３
，
３０
９
，
８３
６
―８
３７
，
８７
２
）。

（
注
）（
１
）
原
表
の
単
位
が
新
人
民
元
の
も
の
は
全
て
旧
人
民
元
に
換
算
（
１９
５５
年
３
月
に
デ
ノ
ミ
ネ
ー
シ
ョ
ン
，
新
元
：
旧
元
＝
１
：
１
万
）。
以
下
の
表
も
同
じ
。

（
２
）「
農
業
各
税
」
は
，
原
表
の
「
農
業
税
」，
「
契
税
」，
「
特
産
税
」
を
含
む
。

（
３
）
１９
５３
～
５６
年
の
「
総
計
」
は
原
表
と
異
な
る
が
，
本
表
で
は
各
項
の
合
計
を
採
用
し
た
。

政権交代と上海市財政構造の変動（１９４５～５６年）
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直轄市であり，１９４９年５月の人民解放軍による

占領を経て新政権下に組み入れられた後も中央

直轄市とされたが，中央が上海を重視する理由

のひとつは，いうまでもなくその経済的な重要

性による。とりわけ上海は軽工業の一大集積地

であり，１９４７年末の時点で上海の綿紡織工場が

保有する紡錘数は全国の約５０パーセントを占め

ていた［上海市棉紡織工業同業公会籌備会１９５０，

１，６６］。また１９４６年の税関統計によれば，上海

は全国の対外貿易輸入額の８５パーセント，輸出

額の６２パーセント，国内移入額の３１パーセント，

移出額の６８パーセントを占めるなど，物流にお

いても圧倒的な中心地であった［海関総税務司

署統計科１９４７，１２４，１２９］。戦後の上海市長呉

国�（在職１９４６年５月～４９年４月）が「中国の神

経中枢」と表現したように［裴・韋１９９９，３０］，

上海経済の動態は全国経済の命脈を左右したの

であり，また税財政の面では，上海市から得ら

れる収入は一貫して国家財政において重要な位

置を占めていた。

税財政制度に関していえば，日中戦争以前の

上海においては中華民国政府下の上海市政府，

公共租界工部局，フランス租界工董局がそれぞ

れ独自に徴税と財政運営を行っていたが，日本

占領下における汪精衛政権による租界の接収を

経て，戦後に改めて単一の財政単位が成立した

［銭１９４６，１０４―１１４］。民国期における上海の商

工業者への徴税については，同業団体による徴

税請負や請願を通じた意思表明などきわめて複

雑な関係が存在していたことが知られている

［Coble１９８０；富澤１９９１；金子２０００］。こうし

た文脈からすれば，本稿が対象とする両時期に

おける徴税過程はそれ自体がきわめて重要な研

究課題であるが（注１６），ここでは紙幅の関係から

おもに徴税機構の変遷と徴税額（注１７）の推移に注

目し，前節でみた税財政制度の変革を念頭にお

きつつ上海市財政収入との関係について考察し

ていく。

１．上海市における商工業税徴収

まず，両時期における上海の経済状況に若干

触れておく必要があろう。戦後国民政府期の上

海経済は上述の激しいインフレに特徴づけられ

るが，その一方で戦後の軽工業品需要増加によ

って好景気を迎えていた［金２００６，９３―９７；上

海市工商行政管理局・上海市橡膠工業公司史料工

作組１９７９，５６］。そして１９４９年の政権交代を経

た後，５０年前半に物価が安定すると，その後は

復興需要と朝鮮戦争参戦による軍需の増加に牽

引され，また５３年以降は第１次五カ年計画の開

始を背景に上海市の主要生産品生産量はほぼ一

貫して増加している［上海市統計局１９９２，３７］。

工業生産と直接リンクする発電量の推移からも

明らかなように［上海市電力工業局史志編纂委員

会１９９４，４２―４３］，両時期はまさに政権交代の期

間にあたる１９４９～５０年を挟んで，基本的に経済

の立ち直りの時期にあったといえる。

次に，図１により上海市における徴税機構の

変遷をみると，戦後国民政府期においては１９４５

年１０月に財政部上海直接税局と財政部上海貨物

税局が成立し，上述の「国地財政劃分」の方針

にもとづいて中央政府直轄の国税徴税機関が設

置されている。そして地方税については上海市

財政局が別個に徴税を行っており，国税，地方

税の徴収における分業体制が成立していた。し

かし，こうした分業体制は人民共和国建国後に

は再編され，建国直後の１９５０年３月に，直接税

局，貨物税局，および財政局内の徴税機構を統

合して市の徴税業務全体を統括する上海市人民

10



19
45
年
9月

上
海
市
政
府
成
立

上
海
市
財
政
局

19
46
年
12
月
時
　
全
局
職
員
　
1,
14
2人

19
45
年
10
月

財
政
部
上
海
直
接
税
局

財
政
部
上
海
貨
物
税
局

19
47
年
6月
時
　
全
局
職
員
　
1,
01
9人

19
47
年
11
月
時
　
全
局
職
員
　
1,
22
4人

19
49
年
5月

上
海
市
人
民
政
府
成
立

上
海
市
人
民
政
府
財
政
局

上
海
市
人
民
政
府
直
接
税
局

上
海
市
人
民
政
府
貨
物
税
局

接
収
時
　
1,
45
4人
（
う
ち
継
続
採
用
　
99
9人
）

接
収
時
　
1,
02
1人
（
う
ち
継
続
採
用
　
48
1人
）

接
収
時
　
1,
42
1人
（
う
ち
継
続
採
用
　
83
9人
）

19
50
年
時
　
　
　
11
2人

19
53
年
末
　
　
1,
42
6人

19
50
年
3月

19
55
年
2月

上
海
市
人
民
委
員
会
成
立

19
55
年
4月

上
海
市
財
政
局

19
59
年
1月

上
海
市
財
政
局

19
59
年
末
　
　
3,
55
1人

19
62
年
3月

上
海
市
財
政
局

上
海
市
人
民
政
府
税
務
局

上
海
市
税
務
局
　
（
上
海
市
財
政
局
と
同
一
機
関
で
二
重
名
称
）

上
海
市
税
務
局

19
50
年
3月
設
立
時
　
　
　

　幹
部
　
3,
75
6人
　
　
労
働
人
員
　
42
1人

19
50
年
末
　
　
　
　
　
　
　
幹
部
　
5,
29
2人
　
　
労
働
人
員
　
50
6人

19
51
年
末
　
　
　
　
　
　
　
幹
部
　
6,
15
9人
　
　
労
働
人
員
　
？
　
人

19
52
年
末
　
　
　
　
　
　
　
幹
部
　
8,
15
2人
　
　
労
働
人
員
　
？
　
人

19
55
年
末
　
　
　
　
　
　
　
幹
部
　
8,
26
5人
　
　
労
働
人
員
　
76
3人

（
出
所
）　
汪
（
19
95
，
25
-3
5，
71
1-
71
3）
，
中
共
上
海
市
委
組
織
部
ほ
か
（
19
91
，
96
-9
7）
を
元
に
作
成
。

徴
税
機
構
の
移
管

合
併

図
１
１９
４５
～
６２
年
上
海
市
財
政
税
務
機
関
・
人
員
の
変
遷

政権交代と上海市財政構造の変動（１９４５～５６年）
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政府税務局が成立し，徴税体制の一元化が図ら

れることとなる。

また市以下の徴税機構については，戦後国民

政府期には１９４６年時点で直接税局が市区内に１０

の�事処（事務所）と４つの査徴所（税務調査，

徴収機関。以下の他の設置機関も同様）を，貨物

税局が８つの管理区と３つの検査站（所）を，

市財政局が市内７区に税捐稽徴処と牲畜専税稽

徴処，屠宰税徴収所をそれぞれ設置しており，

基本的に各系統の基層徴税機関が縦割りで同地

域内に並立する状態であった。これに対して人

民共和国初期には，市税務局を市全体の徴税管

理機構とし，区税務分局（市区２０，郊区１０）を

その下級の調査，徴収機関とし，稽徴組を徴税

の最下層単位とする，市内での３級制徴税体制

が展開された。こうした新制度の下，１９５２年に

は全市で各業稽徴組３３，各区稽徴組１２１，貨物税

稽徴組３２，臨商稽徴組２０，露店商稽徴組１７が相次

いで成立しており，図１が示す５０～５２年の市税

務局人員の大幅な増加を考慮すると，人民共和

国建国後の数年間においてより密度の高い徴税

体制が形成されていたといえる［汪１９９５，６９５―

７１０］。

さて，こうした経済状況と徴税機構の再編を

念頭におきつつ，両時期の上海市における商工

業税の徴税額の推移をみてみよう（注１８）。表３か

らまず看取できるのは，両時期を通じた貨物税

系統の割合の大きさである。貨物税徴収額は，

戦後国民政府期には上海市の商工業税徴収額全

体の６割強を占め，人民共和国初期に入ってか

らはその割合を４５パーセント程度に低下させた

ものの，１９５３年の商品流通税導入後は合計で５５

～６５パーセントに達していた。徴税額自体もと

りわけ人民共和国初期には一貫して緩やかに増

加しており，まさに上海市の商工業税の中心で

あったといえる（注１９）。

一方，断続的ではあるが所得税，営業税（特

種営業税も含む）徴収額の増加傾向も注目に値

する。両税の徴収額は，１９４６～４７年と５０～５３年

の両期間において増加傾向を確認できる。そし

て同市の全徴税額中の割合をみると，所得税は

１９４７年に全徴税額の１１パーセント強を記録した

後，５１年から５４年にかけては概ね１２～１８パーセ

ントを占め，５２年には約３０パーセントに達する

など，戦後国民政府期の割合を上回っている。

営業税についても，戦後国民政府期にすでに市

徴税額の１３パーセント程度を占め，建国後数年

間は徴税額の順調な伸びに支えられ２０～３０パー

セントに達している。ここから明らかなよう

に，１９３０年代に国民政府が導入し，とりわけ戦

時に奨励された直接税は，戦後から人民共和国

初期にかけて定着していったのである。

これらの徴税額の増加をもたらした要因とし

ては，先にみた人民共和国建国以後の経済復興

という全体情況とともに，徴税機構，人員の増

加および一般大衆の動員による徴税網の細密化，

国営経済の拡大による経済監視機能の向上など

を通じた徴税能力の強化を挙げることができる

だろう（注２０）。初代上海市税務局局長の顧準（在

職１９５０年３月～５２年２月）は，５０年９，１０月に稽

徴組と市局稽徴処等の基層組織が完成し，各納

税戸に徴税人員を配置したことにより５１年３月

の所得税等の徴収において増額を実現したと回

顧している（注２１）。このように，商工業税徴収額

自体の推移をみれば，上海市は戦後国民政府期

までに形成された徴税基盤を受け継ぎつつ，人

民共和国初期において全般的にその額を伸ばし

ていたのである。
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徴収額 単位：億元（法幣）。ただし１９４８年８月～４９年５月は１０００万元（金圓券）。

貨物税 遺産税 特種営業税 営業税 所得税 利息所得税 印花税 地方税 その他 合計

１９４６年
１９４７年

１９４８年１～７月
１９４８年８～１２月
１９４９年１～５月

２，６４３
２１，９５０
１７７，８６１

２１
１１９，３３２

＊
１８
２２４
＊
３

─
２，１９１
８，１６５
＊
２０７

２０８
２，１０５
１２，１８５

１
５２，７４６

１５０
３，８７０
２３，９１３

３
８１１

２３
２９３
１，８３４
＊
１６６

２４６
１６７

１３，６８１
２

１０，６５４

５２６
２，４１５
２３，６３１

４
２０４，５８９

１
４
７
＊
＊

３，７９８
３３，０１３
２６１，５０１

３１
３８８，５０８

比率

１９４６年
１９４７年

１９４８年１～７月
１９４８年８～１２月
１９４９年１～５月

６９．６％
６６．５％
６８．０％
６７．６％
３０．７％

＊
０．１％
０．１％
＊
＊

─
６．６％
３．１％
０．４％
０．１％

５．５％
６．４％
４．７％
２．１％
１３．６％

３．９％
１１．７％
９．１％
９．２％
０．２％

０．６％
０．９％
０．７％
０．９％
＊

６．５％
０．５％
５．２％
６．６％
２．７％

１３．９％
７．３％
９．０％
１３．４％
５２．７％

＊
＊
＊
＊
＊

１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％

徴収額 単位：億元 （人民元）

貨物税 綿紗統銷税 商品流通税 営業税 所得税 利息所得税 印花税 地方税 その他 合計

１９４９年６～１２月
１９５０年
１９５１年
１９５２年
１９５３年
１９５４年
１９５５年
１９５６年

１，６３２
２１，５２９
３４，４５３
３９，４２７
２４，０８２
２５，２３５
２９，８６４
３６，０２８

─
─

４，３３２
６，４４０
─
─
─
─

─
─
─
─

６１，４７７
６７，９０８
６９，５９６
８２，９９３

３０４
１４，２１１
２２，５６２
２３，５２６
４２，３０６
４０，１３３
３４，９４８
４１，４４８

＊
２，２０６
１５，０６８
３３，６７６
１９，１９０
３１，７９５
９，０３８
１０，８１１

１
２２９
３０２
２８８
─
─
─
─

２３３
２，７２５
３，８２０
４，５５８
─
─
─
─

３５２
─

６，０５６
６，３５３
９，１７１
９，３０７
８，１２８
７，６５０

─
６，４１６
─
─
─
─
─
─

２，５２２
４７，３１７
８６，５９３
１１４，２６７
１５６，２２６
１７４，３７８
１５１，５７４
１７８，９３１

比率

１９４９年６～１２月
１９５０年
１９５１年
１９５２年
１９５３年
１９５４年
１９５５年
１９５６年

６４．７％
４５．５％
３９．８％
３４．５％
１５．４％
１４．５％
１９．７％
２０．１％

─
─

５．０％
５．６％
─
─
─
─

─
─
─
─

３９．４％
３８．９％
４５．９％
４６．４％

１２．１％
３０．０％
２６．１％
２０．６％
２７．１％
２３．０％
２３．１％
２３．２％

＊
４．７％
１７．４％
２９．５％
１２．３％
１８．２％
６．０％
６．０％

＊
０．５％
０．３％
０．３％
─
─
─
─

９．２％
５．８％
４．４％
４．０％
─
─
─
─

１４．０％
─

７．０％
５．６％
５．９％
５．３％
５．４％
４．３％

─
１３．６％

─
─
─
─
─
─

１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％

（出所） １９４６年～４９年５月：「上海市税務統計 １９５０年４月至６月」２３２―２３５，２４０―２４９。

１９４９年６月～５６年：「上海税務統計 １９４９年６月至１２月」１５・１７，「上海市税務統計 １９５０年１０月至１２月」１・

４６・６０，「上海市税務統計 １９５１年度」２０，「上海市税務統計 １９５２年度」３・２１，「上海

市税務統計 １９５３年度」１―２，「上海市税務統計 １９５４年度」１・３，「上海市税務統計

１９５５年度」１・３，「上海市税務統計 １９５６年度」１。

（注）（１）「比率」は原表数字から算出。以下の表も同じ。

（２）１９４６年～４９年５月の「所得税」は，原表の「営利事業所得税」，「薪給報酬所得税」，「過分利得税」の合計。

（３）１９４６年～４９年５月の「地方税」は，原表の上海市「税課収入」（附加税を除く）から「営業税」を引いたもの。

（４）１９４６年～４９年５月の「その他」は，原表の「財産出売所得税」，「財産租賃所得税」，「一時所得税」，「罰金収入」

等の合計。

（５）１９４７年の「営業税」と「遺産税」は，原表では数字が逆に記載されているが，原表中の別の箇所，表４の「営業

税」額，汪（１９９５，４９９）などより明らかなミスとみられ，本表では双方を入れ替えた数字を用いた。

（６）１９５０年の「営業税」は，原表の「国営企業営業税」，「座商営業税」，「臨時商業税」，「攤販営業牌照税」，「固定工

商業税」の合計。１９５１～５２年は，原表の「定期定額工商業税」，「臨時商業税」，「攤販業税」の合計。

（７）１９５０年の「その他」は，「屠宰税」，「家屋税」，「地産税」，「使用牌照税」，「特種消費行為税」の合計。

（８）１９４９年６月～１２月の「地方税」は，原表の「地価税」，「田賦」，「土地増値税」，「契税」，「家屋税」，「屠宰税」，「筵

席税」，「娯楽税」，「旅桟捐」，「碼頭税」，「車両使用捐」，「船舶使用捐」の合計。１９５０～５６年の内訳は表４を参照。

表３ １９４６～５６年 上海市徴税額

政権交代と上海市財政構造の変動（１９４５～５６年）
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２．商工業税収と市財政収入構造

それでは以上のような商工業税の徴収状況に

対し，上海市の財政収入構造には両時期をまた

いでどのような変化が生じていたのであろうか。

表４により上海市財政収入の内訳をみる

と（注２２），まず指摘できるのが戦後国民政府期の

財政収入における税収の割合の大きさである。

１９４６～４９年の各年税収は財政収入全体の約５０～

６０パーセント強を占めており，当時の上海市財

政が基本的に税収によって成り立っていた点が

確認できる。また１９４６～４７年には中央からの補

助も重要な役割を果たしており，それに公共事

業や房捐への附加税である市政建設捐と「その

他収入」が次ぐ構造であった。

そして税収の内訳では，終戦直後の１９４６年に

は筵席税，娯楽税，旅桟捐等の収入がきわめて

大きな割合を占めていたが，営業税が地方税に

割り当てられた４７年には営業税収入が全体の２５

パーセント前後を占めるようになり，筵席税等

を抑えて全収入項目中最大になっていた。その

後インフレが激化する１９４８年後半以降は割合を

低下させるが，以上の推移から，戦後国民政府

期においては営業税が市財政の主要な柱となり

つつあったとみてよいだろう。

これに対して，人民共和国初期の財政収入に

おいては，依然として税収が一定の割合を占め

ていたものの，１９５１年以降その割合は５０パーセ

ントを下回り，５６年には２５パーセント程度にま

で低下している点が注目される。

この税収割合の低下の原因としてまず挙げら

れるのが，税収自体の伸び悩みである。上海市

の税収は，１９５０年から５２年まで横ばいが続き，５３

年には印花税と利息所得税の地方税化，および

屠宰税の伸びによって盛り返すが，５５～５６年に

は再び下降していた。こうした税収の伸び悩み

は，戦後国民政府期の税収の内訳を想起すれば，

やはり営業税が地方税からはずれたことが大き

な要因であるといえよう。人民共和国初期にお

いて，営業税と所得税からなる工商業税は分成

税（中央と地方が分け合う税）として何度か市財

政収入に割り当てられ，実質的にはこれが中央

からの補助に相当したが，その分配は散発的で

あり主要な財源とはなりえなかった。一方で，

図２から明らかなように，人民共和国初期の営

業税徴税額は１９５３年まで増加し続け，市税収の

合計を遥かに上回るばかりか，ほぼ毎年市財政

収入の合計をも凌いでいたのであり，もし仮に

営業税が従来通り地方税に割り当てられていた

としたら，市財政収入における税収の割合は飛

躍的に高まっていたはずである。つまり上海市

は市内における営業税徴税額を増加させつつも，

税財政制度の変革によってその果実を手に入れ

ることができなかったといえる。同様のことは

市徴税額全体についてもいえ，前掲表３をみる

と，戦後国民政府期には地方税（１９４７年以降は

営業税を加算）が継続的に市徴税額全体の１３パ

ーセント強を占めていたが，人民共和国初期の

５１年以降は４～７パーセントに低下している。

そして財政収入における税収割合の低下のも

うひとつの原因は，税収以外の収入の増加であ

る。１９５０～５２年については，「その他収入」（規

定手続費，罰金・没収，公的資産収入，雑項収入，

公用事業附加等）と附加税収入（工商業税，農業

税，房地産税への附加税）が財政収入において

重要な位置を占めていた。「その他収入」で

は，１９５２年の急増が目を引くが，これはおもに

１９５１年末から展開された「三反」運動（国家機

関，国営企業の幹部の「三害」［汚職，浪費，官僚
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収入額 単位：億元（法幣）。ただし１９４８年８月～４９年５月は１０００万元（金圓券）。

税収 中央補助
収入

公有営業
収入

その他
収入

市政
建設捐

合計
土地税等 営業税 屠宰税 房捐 筵席税等 その他税 税収合計

１９４６年
１９４７年

１９４８年１～７月
１９４８年８～１２月
１９４９年１～５月

３２
３６６
７５４
＊

１，９０７

１
２，１０３
１２，１８５

１
５２，７４６

４３
２６３
１，７５７
１

４９，７６８

１９
３８
１３２
＊

１２６，７８３

３９８
１，６０８
１０，２０１

２
２５，５３０

３４
１３９
１，１０３
＊
６００

５２７
４，５１８
２６，１３２

４
２５７，３３４

１０３
１，６９０
３，６４６
＊
─

─
１
１８
＊
７

７５
１，２５２
５，９６３
１

３８，８９２

７７
１，５８６
９，６８４
１

５９，５３９

７８２
９，０４６
４５，４４３

６
３５５，７７２

比率

１９４６年
１９４７年

１９４８年１～７月
１９４８年８～１２月
１９４９年１～５月

４．１％
４．０％
１．７％
１．３％
０．５％

０．１％
２３．２％
２６．８％
１１．４％
１４．８％

５．５％
２．９％
３．９％
１２．８％
１４．０％

２．４％
０．４％
０．３％
８．０％
３５．６％

５０．９％
１７．８％
２２．４％
３３．０％
７．２％

４．４％
１．５％
２．４％
０．７％
０．２％

６７．４％
４９．９％
５７．５％
６７．２％
７２．３％

１３．２％
１８．７％
８．０％
０．９％
─

─
＊
＊
＊
＊

９．６％
１３．８％
１３．１％
１６．０％
１０．９％

９．９％
１７．５％
２１．３％
１６．０％
１６．７％

１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％

収入額 単位：億元 （人民元）

税收
企業
收入

その他
収入

附加税
収入

合計
印花税

利息
所得税

屠宰税
房捐・
地産税等

特種消費
行為税

使用
牌照税

分成税
税収
合計

１９４９年６～１２月
１９５０年
１９５１年
１９５２年
１９５３年
１９５４年
１９５５年
１９５６年

─
─
─
─

１，５４２
１，２４８
１，３６５
１，７０３

─
─
─
─
２５４
２８３
２８４
２１９

５３
５１６
６４６
９３８
２，０７０
２，７３８
１，８２５
２，０３１

１６７
４，８００
３，７５５
３，８１２
４，６５１
４，２９９
３，９７３
３，０８３

７８
６２５
７７５
６０３
４８８
４４９
３８６
３０３

５１
４７５
３７８
２８７
３６７
３７４
３３７
３１２

１５０
─
─
１８
─

２，００７
─
─

４９８
６，４１６
５，５５４
５，６５７
９，３７２
１１，３９７
８，１７０
７，６５０

─
１０５
６３３
１，５１３
４，３３０
７，２４３
１０，７２３
１６，３８２

３１４
３，８４２
５，５４０
９，２４５
６，３５９
６，８９１
４，９６５
４，７７５

─
６０６
２，７９５
９，３０３
─

１，６８３
１，５８８
１，７６３

８１２
１０，９６９
１４，５２１
２５，７１８
２０，０６０
２７，２１４
２５，４４６
３０，５７１

比率

１９４９年６～１２月
１９５０年
１９５１年
１９５２年
１９５３年
１９５４年
１９５５年
１９５６年

─
─
─
─

７．７％
４．６％
５．４％
５．６％

─
─
─
─

１．３％
１．０％
１．１％
０．７％

６．５％
４．７％
４．５％
３．６％
１０．３％
１０．１％
７．２％
６．６％

２０．５％
４３．８％
２５．９％
１４．８％
２３．２％
１５．８％
１５．６％
１０．１％

９．６％
５．７％
５．３％
２．３％
２．４％
１．７％
１．５％
１．０％

６．３％
４．３％
２．６％
１．１％
１．８％
１．４％
１．３％
１．０％

１８．４％
─
─

０．１％
─

７．４％
─
─

６１．３％
５８．５％
３８．２％
２２．０％
４６．７％
４１．９％
３２．１％
２５．０％

─
１．０％
４．４％
５．９％
２１．６％
２６．６％
４２．１％
５３．６％

３８．７％
３５．０％
３８．１％
３５．９％
３１．７％
２５．３％
１９．５％
１５．６％

─
５．５％
１９．２％
３６．２％

─
６．２％
６．２％
５．８％

１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％

（出所） １９４６年～４９年５月：「上海市税務統計 １９５０年４月至６月」２４７―２４９。
ただし，１９４６～４８年の「中央補助収入」と４７年の「その他収入」については以下の史料に依拠した。
１９４９年１～５月の「中央補助収入」はデータなし。
１９４６年：「上海市地方財政統計資料第３号（包括３４年９月至３６年度各項地方財政収支之統計分析数字）」中の「上海市地方

財政収入実際数與予算数比較表 ３５年度上半年度」・「上海市地方財政収入実際数與予算数比較表３５年度下半年度」。
１９４７年：「上海市地方財政統計総報告 ３６年度」中の表５「上海市３６年度財政実際収入」。
１９４８年：「上海市政府３７年度統計総報告司法交通地政等総結」１６７─１６８。
１９４９年６月～５６年：「上海市１９４９年―１９５６年度財政収支統計表及基本建設支出統計表（包括地方自籌部分）」２。

（注）（１）本表は前年度繰越分を組み入れていない。
（２）「土地税等」は，原表の「田賦」，「契税」，「土地増値税」，「地価税」の合計。
（３）「筵席税等」は，原表の「筵席税」，「娯楽税」，「旅桟捐」の合計。
（４）「その他税」は，原表の「営業牌照税」，「使用牌照税」，「碼頭税」の合計。
（５）「市政建設捐」は，原表の「市政建設捐」，「公用事業附征市政建設捐」，「車両附征市政建設捐」，「房捐附征市政建設捐」の

合計。
（６）「中央補助収入」は，各原表の「中央補助収入」，「中央貼補公用事業収入」，「経臨費余剰」，「保管費」，「代収費」，「借入款」，

「収回代�款」等の合計。
（７）１９４６年～４９年５月の「その他収入」は，原表の「懲罰及賠償収入」，「規費収入」，「財産及権利収入」，「工程受益費収入」，「其

他収入」の合計。
（８）１９４８年１～７月および１９４８年８～１２月については，一部原表数字を法幣：金圓券＝３００万：１で換算している。
（９）１９４９年６月～５６年の「その他収入」は，「規費収入」，「罰没収入」，「公産収入」，「雑項収入」，「公用事業附加」等の合計。
（１０）「房捐・地産税等」は，原表の「房捐」，「地産税」，「契税」の合計。
（１１）「分成税」の内訳は，１９４９年６～１２月と５４年が工商業営業税で，５２年が農業税。
（１２）１９４９年６月～５６年の税収各項目および合計は表４と異なる部分があるが，原表のまま。
（１３）「附加税収入」は，原表の「工商業税附加」，「農業税附加」，「房地産税附加」の合計。

表４ １９４６～５６年 上海市財政収入

政権交代と上海市財政構造の変動（１９４５～５６年）
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市財政収入合計
市税収合計
市営業税徴税額

主義］の摘発），およびそれに続く「五反」運動

（資本家の「五毒」［賄賂，脱税，国家資材の窃盗，

手抜きと材料ごまかし，経済情報の盗み取り］の

摘発）などの大衆動員型政治運動における資本

家に対しての罰金，没収によるものであっ

た（注２３）。また，附加税収入は特に工商税附加が

中心であり，工商税附加の附加率は１９５１年創設

時の１０パーセントから５２年には１５パーセントに

引き上げられ，５１年に１７２９億元（市財政収入の

１１．９パーセント），５２年には８３２２億元（同３２．４パ

ーセント）というきわめて大きな額を記録した

［汪１９９５，１３３―１３５］。その後，附加税は１９５３年

にいったん徴収が停止され，５４年以降は地方自

籌経費（地方自己調達収入）として正式に予算

外収入項目に割り当てられるが（注２４），附加率は

５パーセント以下に引き下げられその財政収入

における比率は低下している。

ここから，建国直後の数年間，上海市は徴税

額の増加に対する果実を直接は得られなかった

代わりに，「その他の収入」や附加税収入とい

った臨時的な収入を市財政の支えとしていたこ

とがみて取れる。いい換えれば，税収の伸び悩

みと中央からの補助の途絶はこれらの臨時収入

によって補われざるを得なかったのである。こ

うした従来の税収を中心とする財政収入構造の

変動こそが，人民共和国建国前後の税財政制度

変革が上海市にもたらした最初の大きなインパ

クトであった。

そして１９５３年以降は，このような財政収入の

状況下において建国以来着実にその額を伸ばし

続けてきた企業収入の割合が増し，上海市の財

政構造を大きく転換させることとなる。この点

については次節で検討する。

図２ １９４９年６月～５６年 上海市営業税徴税額・税収合計・財政収入合計の比較

（出所）表３，表４より作成。
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Ⅲ 地方企業と上海市財政

１．社会主義改造と企業収入の増加

人民共和国初期の上海市財政における企業収

入とは，おもに市に帰属する地方国営・公私合

営企業からの利潤上納と減価償却基金上納を指

し，これらは企業からの税収とは別に扱われる

［汪１９９５，１１２―１２２］。

都市における企業収入は，１９５１年の時点です

でに政務院が「都市地方財政のさらなる整理に

関する決定」のなかで「市営企業を次第に発展

させ，市財政収入の依るべき基礎として定めな

ければならない」としているように，早くから

財政収入の柱となることが期待されていた［財

政部綜合計画司１９８２，５３―５５］。しかし前掲表４

の示す通り，上海市の企業収入は１９５０年以降一

貫して増加し続けているものの，税収を上回り，

市財政収入の半分を担うようになったのは５５年

のことである。この割合の逆転は，戦後国民政

府期には公有営業収入がほぼ皆無であったこと

から考えれば（注２５），財政収入構造における画期

的な転換といってよいだろう。むろん，戦後国

民政府期の上海に国営企業が存在しなかったわ

けではなく，とりわけ第２次大戦後に政府が接

収した旧日本資本紡織工場を基盤として設立さ

れた中国紡織建設公司は巨大な規模を誇ったが，

同公司は全国に支社，工場をもつ独立した国営

（単位：億元）

建築工程 地方工業 城市公用 公私合営 商業 水産 その他 合計

１９４９年６～１２月
１９５０年
１９５１年
１９５２年
１９５３年
１９５４年
１９５５年
１９５６年

―
２０
２５３
８８
４１６
１，００９
７２１
３０７

―
１６
１０４
５７３
１，２１０
２，２１８
３，１０６
４，３９８

―
３６
１３２
３６９
１，６８４
１，９０４
３，０９９
３，２５５

―
―
―
５５
３６
７５
４３２
６，６０４

―
１９
５９
２０１
―
―
―
―

―
―
―
―
３１０
９７８
１，１５６
―

―
１５
８５
２２６
６７４
１，０５９
２，２１０
１，８１８

―
１０５
６３３
１，５１３
４，３３０
７，２４３
１０，７２３
１６，３８２

比率

建築工程 地方工業 城市公用 公私合営 商業 水産 その他 合計

１９４９年６～１２月
１９５０年
１９５１年
１９５２年
１９５３年
１９５４年
１９５５年
１９５６年

―
１８．６％
４０．０％
５．８％
９．６％
１３．９％
６．７％
１．９％

―
１５．０％
１６．４％
３７．９％
２７．９％
３０．６％
２９．０％
２６．８％

―
３４．５％
２０．９％
２４．４％
３８．９％
２６．３％
２８．９％
１９．９％

―
―
―

３．７％
０．８％
１．０％
４．０％
４０．３％

―
１７．９％
９．３％
１３．３％

―
―
―
―

―
―
―
―

７．２％
１３．５％
１０．８％

―

―
１４．０％
１３．４％
１５．０％
１５．６％
１４．６％
２０．６％
１１．１％

―
１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％

（出所）「上海市１９４９年－１９５６年度財政収支統計表及基本建設支出統計表（包括地方自籌部分）」中の「上海市１９４９
―１９５６年財政収入統計表」。

（注）（１）「公私合営」の業種内訳は不明。
（２）「その他企業」は，原表の「農業企業」，「水利企業」，「交通企業」，「郵電企業」，「文教衛生企業」，「其

他企業」，「事業収入」の合計。

表５ １９４９～５６年 上海市企業収入内訳

政権交代と上海市財政構造の変動（１９４５～５６年）
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企業であり，市政府との経営・財務上の関係は

存在しなかった［金２００６，４７―５９］。

さて，この企業収入の増加の要因を１９４９年以

降の企業収入の内訳を示した表５にもとづき検

討すると，１９５５年までの企業収入の中心が城市

公用（水道，ガス，電車，バスなどの都市公共事

業）と地方工業企業からの収入であり，次いで

建築工程（工事），商業，水産といった業種の

企業が貢献していたことが分かる。しかし注目

すべきは１９５６年の企業収入の飛躍的増加に大き

く寄与した市所属の公私合営企業からの収入の

増加であり，５５年には４３２億元にすぎなかった

のが，５６年には６６０４億元と約１５倍近くになって

いる（注２６）。

こうした公私合営企業収入の急激な増加は，

同時期に進展した私営企業の社会主義改造の結

果に他ならない。表６は工業部門における各所

有制企業数の推移を示したものであるが，同表

から明らかなように，上海市において，社会主

義改造は中央公私合営企業を増加させると同時

に，それを遥かに上回る数の地方所属公私合営

企業を生み出したのである。むろん，１９５６年末

時点での中央公私合営工業企業の固定資産合計

額が６兆９６０５億元と，企業数で圧倒的に多い地

方公私合営企業の５兆５３３４億元を上回っていた

ことから看取できるように［「上海市国民経済統

計１９４９―１９５６年」１９５７，１４］，私営の有力企業の

多くが中央公私合営企業とされたのであり，こ

の時点で地方に所属したのは比較的規模の小さ

い中小企業であった。とはいえ，私営商工業の

社会主義改造による地方公私合営企業の量的拡

大こそが市財政収入構造の転換を決定的なもの

とした要因といえよう。

そしてもうひとつの重要な要素は，公私合営

企業の利潤分配方法の変化である。公私合営企

業の利潤分配は，１９４９年以来，基本的に私営企

業の利潤分配と同じ形式を採り，市財政の企業

収入となるのは政府持ち株比率に応じた配当の

みであった（注２７）。しかし１９５６年の全業種におけ

る公私合営化の実行後には，民間の株式保有者

に対し利潤額の変動に関係なく合営実行時に算

出された出資額にもとづく一定の利息（基本的

に一律５パーセント）を支払う定息制度が全面

的に導入され（注２８），これによって地方公私合営

企業利潤から定息支払い分を差し引いた額がす

べて市の企業収入に計上されるようになった。

国営 地方国営
合作社営
（加工�）

中央
公私合営

地方
公私合営

私営 総計

１９４９年
１９５０年
１９５１年
１９５２年
１９５３年
１９５４年
１９５５年
１９５６年

９２
１０８
１２３
１３２
１４２
１５２
１４３
１４９

５０
４８
７０
８９
１０４
１１８
１１９
１３０

１
３
７
７
２０
２３
３０
４３

１１
１７
４１
４６
４７
４３
４２
３５８

４
７
１８
１９
２１
２０１
３３３

１６，４１０

２０，１４９
２０，７０７
２４，６７３
２５，５４８
２９，４８５
２７，９８３
２２，６０２

６

２０，３０７
２０，８９０
２４，９３２
２５，８４１
２９，８１９
２８，５２０
２３，２６９
１７，０９６

（出所）「上海市国民経済統計 １９４９―１９５６年」１１。

表６ １９４９～５６年 上海市工業企業単位数と所有制
（単位：戸）
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この点を，中国科学院上海経済研究所・上海社

会科学院経済研究所（１９５９，２３３―２３５）や桂

（２００６，２３０―２３３）が指摘するように企業の損益

と資本家への配当との分離による「資本主義の

消滅」として捉えることも可能であろう。しか

しこれは裏を返せば，企業の経営および損益に

対する利害関係の主体がその企業の所属する行

政単位に移ったことをも意味していたのである。

このように，人民共和国建国以後における地

方固有税収の削減と中央補助収入の減少のなか

で「その他収入」や附加税などの臨時的収入に

依存せざるを得なくなっていた上海市財政は，

社会主義改造の進展を梃子とした企業収入の増

加により，その収入構造を決定的に転換させた

のであった。こうした企業収入を中心とする財

政収入構造への転換は，戦後国民政府期におい

て主に上海の様々な経済主体への課税によって

まかなわれていた市財政が，税財政制度変革に

よりその条件を失うなかで，市政府自身の下に

属する地方国営・公私合営企業から上納される

収入を主要な財源としていく過程であったとい

える。

２．市財政支出と地方企業

さらに，こうした人民共和国初期における市

財政と地方企業の関係は，財政支出を含めた市

財政構造全体からみるとより明確に浮かび上が

ってくる。

表７により両時期の市財政支出の推移をみる

と，まず目を引くのが戦後国民政府期における

政府職員生活補助費の割合の大きさである。こ

れは当時の激しいインフレへの対応として給与

所得者である市政府職員に支給された補助費で

あるが，１９４６年以降年々増加し，４８年１～８月

段階では財政支出の８０パーセントを超えるまで

に到っていた。

その一方で同時期の経済建設費（橋梁など公

共建築への支出とみられるが，詳細は不明）も，１９４８

年以降その割合を大きく減少させるものの４７年

までは２０パーセント以上を維持している。ここ

から，戦後当初は経済建設に一定の費用を割き

ながらも，内戦の激化とインフレという特殊な

状況のなかで，結果的に財政支出の大部分を行

政経費に回さざるを得なくなっていった実情が

垣間見える。ただし，既述の通り同時期の公有

営業収入がほぼ皆無に等しかったことを考慮す

ると，当時の経済建設費とは短期的な収益を見

込む性質の投資ではなかったと推察できる。

そして人民共和国初期の財政支出に目を向け

ると，その割合は基本的には経済建設費，行政

管理費，社会文教費がそれぞれ３０パーセント前

後で拮抗する構造であったが，目立つのは中央

上解支出の増加である。中央上解とは，既に述

べたように市の予算内財政収入から中央が決定

した収支指標にもとづいて中央へ上納すること

であるが，１９５４年の１２１３億元から５５年には７２１７

億元と急増して同市財政支出の２７．７パーセント

という無視しえない割合を占めていた。この増

加はまさに企業収入の増加とリンクしており，

先にみた地方固有の税収項目の削減を考え合わ

せれば，Lardy（１９７８，１３４―１３５）や毛里（１９９０，９７

―１０２）が強調するように中央は上海市に対し強

力な吸い上げを行っていたといえる。実際のと

ころ，中央上解の実行に対しては当初上海市政

府内にも抵抗があり，１９５２年の「三反」運動の

なかで「本位主義思想」として批判にさらされ

ていた（注２９）。

しかしそうした中央による厳しい財政管理の

一方で，注目に値するのは経済建設費の内訳で

政権交代と上海市財政構造の変動（１９４５～５６年）
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支出額 単位：億元（法幣）。ただし１９４８年９月―１９４９年５月は１０００万元（金圓券）。

経済建設費 行政経費 政府職員
生活補助費

教育文化
衛生費 その他支出 合計

１９４６年
１９４７年

１９４８年１～８月
１９４８年９～１２月
１９４９年１～４月

１７２
１，４７７
４，３７９
＊
１６３

１２７
８６０
６，３６５
５

７，９７５

４２１
３，３９８
７０，２９２

―
―

７９
７１９
５，３０２
＊
２２５

７
４３９
２７３
＊
２８

８０６
６，８９２
８６，６１２

５
８，３９０

比率

１９４６年
１９４７年

１９４８年１～８月
１９４８年９～１２月
１９４９年１～４月

２１．４％
２１．４％
５．１％
９．０％
１．９％

１５．７％
１２．５％
７．３％
８９．３％
９５．０％

５２．３％
４９．３％
８１．２％

―
―

９．８％
１０．４％
６．１％
＊

２．７％

０．８％
６．４％
０．３％
１．７％
０．３％

１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％

支出額 単位：億元（人民元）

経済建設費 行政管理費 社会文教費 中央上解支出 その他支出 合計

１９４９年６～１２月
１９５０年
１９５１年
１９５２年
１９５３年
１９５４年
１９５５年
１９５６年

１６０
１，５３２
４，７５６
８，６９８
７，２１８
７，９２４
４，１２４
１０，２９３

３１６
３，４２６
５，６９３
５，６７９
５，９５８
６，５６６
６，９２５
７，３０４

２６１
２，９５２
３，８７９
６，４８５
５，３２７
７，１２９
６，７５９
１０，４６５

―
―
７８３
３，２９０
５００
１，２１３
７，２１７
６，４９１

―
７７
３４８
１８４
１５４
１，８０７
１，０１６
３９５

７３６
７，９８８
１５，４５９
２４，３３５
１９，１５７
２４，６３９
２６，０４０
３４，９４８

比率

１９４９年６～１２月
１９５０年
１９５１年
１９５２年
１９５３年
１９５４年
１９５５年
１９５６年

２１．７％
１９．２％
３０．８％
３５．７％
３７．７％
３２．２％
１５．８％
２９．５％

４２．９％
４２．９％
３６．８％
２３．３％
３１．１％
２６．６％
２６．６％
２０．９％

３５．５％
３７．０％
２５．１％
２６．６％
２７．８％
２８．９％
２６．０％
２９．９％

―
―

５．１％
１３．５％
２．６％
４．９％
２７．７％
１８．６％

―
１．０％
２．２％
０．８％
０．８％
７．３％
３．９％
１．１％

１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％

（出所）１９４６～４９年４月：汪（１９９５，１５３―１５６）を整理。ただし内訳等に関しては，以下の�案資料を参考にした。
１９４６年：「３５年度統計総報告底稿」１７２。
１９４７年：「上海市地方財政統計総報告 ３６年度」中の表６「上海市３６年度財政実際支出（科目別）」。
１９４８年１～８月：「上海市財政局関於参議会対提送施政工作報告決議案本局将遵�情形報核」１３９，および「上海市

財政局呈送参会財政部分施政報告的呈文及大会有関財政部分決議案、執行情形表等」７。
１９４９年６月～５６年：「上海市１９４９―１９５６年度財政収支統計表・１９５１－１９５６年度基本建設支出統計表（包括地方自籌部

分）」７。
（注）（１）各項の原表での内訳は以下の通り。

１９４６年～４８年８月：
経済建設費：経済及建設，地政
行政経費：政権行使，行政，社会及救済，保警，財務，民政及自治
教育文化衛生費：教育文化，衛生

１９４８年９月～４９年４月：不明
１９４９年６月～５６年：
経済建設費：建築工程，地方工業，農墾，農業，水産，水利，交通，郵電，商業，文教衛生企業，公私合営企

業投資，其他企業，其他経済建設，城市公用事業
行政管理費：行政管理費，司法，検察，公安，政治業務費，外交，民主党派和人民団体補助
社会文教費：文化，高等教育，教育，幹部訓練，通訊和広播，体育，衛生，優撫，社会救済及福利

（２）１９４８年１～８月の８月分は，８月１～２０日分のみ。
（３）１９４８年９月～４９年４月の生活補助費は，行政経費に組み入れられている。
（４）１９４９年５月は欠落。

表７ １９４６～５６年 上海市財政支出
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ある。表８によれば，１９５３年までは城市公用企

業への支出が圧倒的な割合を占めていたが，地

方工業の割合も５１年には２６．７パーセントを占め

るなど無視できず，さらに５４年以降は公私合営

支出が増え始め，５６年にはついに城市公用を上

回っている。ここから人民共和国初期において

は，市財政から公共建築だけではなく工業企業

や各種の公私合営企業に対して直接的な資金投

入が展開されていたことがみて取れよう。

これらの市財政から市所属企業への直接的な

資金投入が，当時の中央主導の経済建設投資と

は別のレベルで行われていたことは留意される

べきである。第１次五カ年計画期の全国レベル

での基本建設投資を象徴する１５６項目の経済建

設プロジェクト（実際に実施されたのは１５０項目）

のうち，上海を対象とするものは皆無であった

のであり［董・呉２００４，４１３―４１６］，上海市は中

央による内陸重視の投資計画においては蚊帳の

外におかれていた。つまり地方企業への投資は，

中央からの資金投入が期待できないなかで独自

に展開されていたのであった。

さらに，企業収入と経済建設費支出において

主要な割合を占める地方工業，城市公用，公私

合営について，各業企業収入から経済建設費中

の各業別支出を差し引いてそれぞれの市財政に

対する損益を求めたのが図３である。ここから

（単位：億元［人民元］）

建築工程 地方工業 城市公用 公私合営 農業 交通 その他 合計

１９４９年６～１２月
１９５０年
１９５１年
１９５２年
１９５３年
１９５４年
１９５５年
１９５６年

１
１５
１１８
５４
２３８
１４８
７４
２４１

９
７

１，２６８
８８４
２００
３７２
１６６
８１９

１３１
１，４１７
３，１１３
６，９１４
６，３０１
４，５１９
２，５８４
３，２４８

─
─
─
２４３
６３

１，９９１
６３８
４，３２７

─
─
５
８
４３
１２５
２４１
９２０

─
４
１２５
１６８
３２
１８４
４８
４３５

１８
８８
１２７
４２７
３４３
５８６
３７２
３０４

１６０
１，５３２
４，７５６
８，６９８
７，２１８
７，９２４
４，１２４
１０，２９３

比率

建築工程 地方工業 城市公用 公私合営 農業 交通 その他 合計

１９４９年６～１２月
１９５０年
１９５１年
１９５２年
１９５３年
１９５４年
１９５５年
１９５６年

０．６％
１．０％
２．５％
０．６％
３．３％
１．９％
１．８％
２．３％

５．８％
０．５％
２６．７％
１０．２％
２．８％
４．７％
４．０％
８．０％

８２．３％
９２．５％
６５．５％
７９．５％
８７．３％
５７．０％
６２．７％
３１．６％

─
─
─

２．８％
０．９％
２５．１％
１５．５％
４２．０％

─
─

０．１％
０．１％
０．６％
１．６％
５．９％
８．９％

─
０．３％
２．６％
１．９％
０．４％
２．３％
１．２％
４．２％

１１．３％
５．７％
２．７％
４．９％
４．７％
７．４％
９．０％
２．９％

１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％
１００．０％

（出所）「上海市１９４９年－１９５６年度財政収支統計表及基本建設支出統計表（包括地方自籌部分）」７。
（注）（１）「公私合営」の業種内訳は不明。

（２）「その他」は，原表の「水産」，「水利」，「郵電」，「商業」，「文教衛生企業」，「其他企業」，「其他経済建
設」の合計。

（３）「農業」には原表の「農墾」も含む。

表８ １９４９～５６年 上海市経済建設費内訳

政権交代と上海市財政構造の変動（１９４５～５６年）
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看取できるのは，城市公用が１９５４年まで大幅な

赤字を計上しつつも５５年にはほぼ収支バランス

を保つようになった点，５３年から地方工業が着

実に利益を生み出している点，そして５６年に公

私合営が利益を計上するようになっていた点で

ある。そして地方企業全体の損益についてみれ

ば１９５５年からプラスに転じていることがわかる。

これらの点から明らかなように，市政府は１９５５

年から５６年にかけて，地方企業への財政支出→

地方企業における付加価値の創造→企業収入と

して市財政収入への還流，というサイクルを通

じて実質的な利益を得るようになっていたので

ある。

こうした市財政と地方企業の財務上における

密接な相互関係は，人民共和国建国以後に形成

されたきわめて大きな変化であった（注３０）。そし

てその背景に存在したのは，中央による厳しい

財政管理の下，地方企業からの収入が市財政を

維持するためにも中央上解のノルマを達成する

ためにも不可欠な役割を果たすようになってい

たという事情である。それゆえ，市政府にとっ

て企業収入を安定的に生み出し続けることがき

わめて重要な課題として立ち現れてきたのであ

り，ここに市政府が地方企業に対して積極的に

投資して地域内において自律的な経済活動を展

開させていく動機が存在していた。この，財政

収支の枠組みを厳しく管理する一方で具体的な

収入実現のプロセスについては地方に委ねる原

則的・形式的な中央集権構造こそが，社会主義

経済体制下における上海市政府の経済活動を規

定する重要な要素となっていたのであり，また

国家財政を支える基盤ともなっていたのであ

る（注３１）。

図３ １９４９～５６年 各業地方企業収入─経済建設費支出

（出所）表５，表８より作成。
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むすびにかえて

以上，１９４９年の政権交代による税財政制度変

革を踏まえつつ，上海市の財政構造の変動を考

察してきた。最後に本稿の考察を通じて析出さ

れた税財政制度変革の上海市財政に与えた影響

とそこから示唆される諸点を提示してむすびに

かえたい。

税財政制度変革の影響としてまず挙げられる

のは，既存の上海市財政収入構造の変動である。

両時期の税財政制度の相違は，既に述べたよう

に，戦後国民政府が「国地財政劃分」を掲げて

中央が安定的に確保できる財源を直接抑えつつ

地方に独自の財源を割り当てる体制であったの

に対し，人民共和国初期は，地方固有の財源を

削減し地方財政収支自体を直接管理する体制で

あった点にある。こうした中央主導の税財政制

度変革が上海市財政にもたらしたのは，税収を

中心とする従来の収入構造の変動であった。上

海市における商工業税徴収額自体は人民共和国

初期において基本的に増加傾向にあったが，そ

の一方で，市財政収入においては税収が伸び悩

み，「その他の収入」や附加税収入などの臨時

収入に依存せざるを得ない状況が生まれる。戦

後国民政府期において上海市財政の柱となりつ

つあった営業税が市の固定的財源から切り離さ

れたことが，きわめて重要な意味をもったので

ある。

次に，私営企業の社会主義改造を通じた市政

府と地方企業の密接化が挙げられる。上記の税

収の割合低下という状況の下で生じたのは，社

会主義改造を梃子とした企業収入の増加であっ

た。資本主義商工業の社会主義改造の意義はい

うまでもなく所有制の変革にあるが，上海市に

おける重要な含意は，私営企業から公私合営企

業へという所有制変革の過程において市政府に

所属する企業を爆発的に増加させた点にあった。

その結果，地方国営・公私合営企業からの収入

が上海市財政において主要な割合を占めるよう

になり，また財政支出においても地方企業に対

する直接的な資金投入が顕著になっていったの

である。こうして密接に結びついた市政府と地

方企業は，最終的には中央の財政管理に従属し

つつも，中央からの建設投資配分が望めない状

況下において地域内で主体的に経済活動を展開

する動機と基盤をもっていた。この市政府と地

方企業の結合関係は，従来の社会主義改造に対

する「私営企業の公私合営化」という単一の観

点では十分に捉えられない側面であるが［上海

社会科学院経済研究所１９８０］，財政構造の変動に

着目すれば非常に鮮明に浮かび上がってくる。

こうした結合関係の形成は，民国期以来の上

海経済の発展過程に照らしてみてもきわめて大

きな転換であったといえる。なぜなら，民国期

における上海の一都市としては群を抜く経済規

模は，租界の存在という特殊な条件の下で外国

資本を含む大小様々な企業が集積した結果であ

るが，そのなかで市政府とそれらの企業との直

接的な関係は基本的には地方税の徴収や企業登

記などに限定されていたからである。それゆえ，

人民共和国初期において，市政府と無数の私営

企業が財務上において直接的に結びつけられた

ことは，市政府の市経済に対する管理領域が従

来に比べて飛躍的に拡大したことを意味してい

た。それはいわば，歴史的に形成された上海と

いう巨大な経済都市が市政府という一行政機構

と一体化しながらその管理下に収められていく

政権交代と上海市財政構造の変動（１９４５～５６年）
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過程であった。

さらに，１９５６年段階で形成されたこの構造は，

その後の大躍進時期（５８～６０年）においてより

明確に定着することとなる。図４により１９５７～

６２年の市財政収支構造をみると，５９年以降は企

業収入が飛躍的に増加し，財政収入が支出を大

幅に上回る状況が生まれていた。これは毛沢東

による地方権力拡大の提起にもとづき１９５８年に

実施された中央所属企業の大規模な地方移管の

結果であり［財政部綜合計画司１９８２，７］，一見

すると上海市財政は大幅な黒字を計上していた

かのようにみえる。しかし実際には中央上解額

もそれに応じて引き上げられており，中央は上

海市の支出指標を抑え込みつつ，上海市に管理

を委ねた企業からの利益を上解として吸い上げ

ていたのである。こうした中央による国営企業

管理の地方委託化は，市政府とその所属企業と

の関係をより広範囲に押し広げ，この過程で強

固に結びついた市政府と地方企業の連合体こそ

が計画経済期を通じて主要な経済主体であり続

けた。

そして改革開放期の１９８２年段階における上海

市工業企業の状況をみれば，全市８３６８単位のう

ち中央に属するのはわずか１４８単位で，市政府

が直接管理する地方国営企業３１６１単位の生産額

５２２億７１００万元（新人民幣）は全市工業総生産

額６３６億７０００万元（同）の８２パーセントを占め，

経済規模の上で中央所属企業や集団所有制企業

（市以下の行政単位所属企業や市街地居住者組織

企業，郷鎮企業など）を圧倒していた（注３２）。この

後１９９０年代にかけて集団所有制企業や外資企業，

私営企業の増加によりこうした構造は徐々に変

化するが［関１９９７，６８―７９］，民国期までの歴史

的発展過程を基礎とし，人民共和国初期の税財

図４ １９５７～６２年 上海市財政収支および中央上解

（出所）汪（１９９５，６９―７０，１５５―１５６）。
（注）本図の「財政支出」には「中央上解」を含めていない。

24



政制度の下で市政府と結びついた市所属の地方

国営企業は，市場経済が復活する改革開放期に

おいても重要な経済主体として存在していたの

である。

もちろん，本稿で考察した税財政制度変革の

影響については地域的偏差を考慮しなければな

らない。例えば福建省西南に位置し７つの県を

含む龍巌地区では，計画経済期を通じて農業税

と商工業税収入から地方へ引き渡される分配金

が予算内収入の８割を占めたとされる［岩井

２００４b，２０９］。その意味で上海市の税財政制度

変革を通じた変動は，その商工業の中心地とし

て発展してきた歴史過程に大きく規定されたき

わめて特殊な例であるといわざるをえない。し

かし，上海市のケースを人民共和国初期に形成

された地方財政の一方のモデル（地方企業収入

依存型）とし，また龍巌地区のようなケースを

もう一方のモデル（中央分成依存型）と想定す

ることで，税財政制度変革および社会主義改造

の各地における経済史的意義を全国的な比較の

なかで議論することが可能になろう。こうした

分析視角は，民国期までの歴史過程が社会主義

経済体制の形成に与えた規定性を観測するひと

つの方法になりうるものと考える。むろん，そ

の他のモデルの存在も想定されるが，この点に

関するより深い考察は，地方政府と結びついた

地方企業の具体的なパフォーマンス分析と並び

今後の課題である。

（注１）そのなかで趙（２００２，１５４―１５５）は，１９９４

年の分税制改革（国税・地方税分割の明確化）を主

要な考察対象としつつ民国期以降の税財政制度の変

遷を概観しているが，国民政府時期を比較的完成さ

れた分税制体制の時期と位置づけており興味深い。

（注２）「戦後国民政府期」は本来１９４８年５月まで，

「人民共和国初期」は４９年１０月の人民共和国成立を

始点とすべきであるが，本稿では便宜上，４９年５月

の人民解放軍による上海占領を両期の区分点とする。

また「人民共和国建国初期」とは一般に第１次５カ

年計画の開始（１９５３年）以前の４９年から５２年を指す

が，本稿は５６年における生産手段の社会主義改造（私

営商工業の公私合営化──国家資本と民間資本の合

資形態化──，農業の集団化，手工業の協同経営化）

の完成を社会主義体制の基本的確立と捉える視点か

ら，４９年から５６年までを「人民共和国初期」と設定

する。

（注３）商工業税（原語は「工商税」）とは，商工

業者が負担する税の総称である。広義には関税と塩

税を含むが，本稿では関税と塩税を除いたものと定

義する。

（注４）特種営業税とは，銀行業，信託業，保険業，

交易所，輸出入業，交通事業，競争性のある国営事

業，中央政府と人民の合営営利企業などに課される

税で，１９４７年５月に国税として導入されたが，地方

の営業税収入をおびやかすため，中央・地方間の確

執を招いたという［国家税務総局２００１，４６４；裴・

韋１９９９，４４］。

（注５）土地税は院轄市に該地徴税額の６０パーセン

ト，省以下に７０パーセント（省２０パーセントと県・

市５０パーセント）が割り当てられ，残りは中央収入

とされた。また営業税は院轄市に７０パーセント，省

以下に１００パーセント（省５０パーセントと県・市５０パ

ーセント）が割り当てられ，１９４８年には院轄市へも

１００パーセント割り当てとなった。遺産税については

院轄市に１５パーセント，省下の県・市に３０パーセン

トが割り当てられ，１９４７年には院轄市３０パーセント，

県・市７０パーセントに改変されている［国家税務総

局２００１，４２４，４６０―４６２］。

（注６）両時期の税財政を議論する前提とし

て，１９４８年から５０年にかけての激しいインフレを十

分考慮する必要がある。上海市の卸売物価指数の推

移は，中国科学院上海経済研究所・上海社会科学院

経済研究所（１９５８，１７３，４４８―４５３）によると以下の

通り。１９４６年１月～４９年５月は，４６年１月を１．００と

すると，４６年：２．６４，４７年：２４．９２，４８年１～７月：

５００．０４，４８年８～１２月：１４．９３，４９年１～５月：２４５

政権交代と上海市財政構造の変動（１９４５～５６年）
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万４１１５．３８。１９４９年６月～５６年は，４９年６月を１．００と

すると，４９年６～１２月：５．２９，５０年：２１．７９，５１年：

２８．７５，５２年：２９．０４，５３年：２８．６０，５４年：２８．７１，５５

年：２８．８１，５６年：２８．７３。

（注７）賈（１９６２，４７）によれば，１９４６年の「公債

・借款収入」のほぼすべて（５兆５１３６億元）が銀行

借款であった。

（注８）人民共和国建国以前の中共統治地域におけ

る税財政制度については，日中戦争期，戦後内戦期

を通じて統治地域自体が分散し，それぞれ独立して

活動していたため，各地区では独自の制度が展開さ

れていた［南部１９９１，４―８，１１３―１１７］。根拠地財政

の財源は，地域・時期によって異なるが，基本的に

は公糧と呼ばれる現物徴収の農業税が中心であり，

日中戦争期には根拠地財政収入の８０パーセントを占

めたとされる［李１９５９，５８］。また，塚瀬（２００１）

によれば，東北解放区の財政収入の中心は公糧収入

とソ連・朝鮮への農産物輸出による貿易収入であり，

商工業者からの徴税額の割合は大きくなかった。

（注９）印花税と利息所得税は１９５３年に地方税に割

り当てられた［財政部綜合計画司１９８２，６４―６７］。

（注１０）財政部綜合計画司（１９８２，４７―４８，５７―５８，

６６，６９，８１）および汪（１９９５，６２―６３）を参照。具体

的には，１９５３年１２月１７日に財政部華東財政管理局が

制定した「華東区１９５４年度財政収支分成�法」では

「固定比例分成」と「中央調剤収入」について以下

のように規定している。「（三）固定比例分成収入：（１）

農業税：山東・江蘇・浙江は５５パーセントを地方に

割当て…（中略，以下同じ）上海はすべて中央収入

に組み入れる。（２）工商営業税と工商所得税：…山東

は６０パーセントを中央に，４０パーセントを地方に割

当てる。…上海は工商営業税の５パーセントを地方

に，９５パーセントを中央に組み入れる。工商所得税

は全て中央収入に組み入れる。（四）調剤税収入：…

商品流通税・貨物税の地方に残すべき割合は以下の

ように規定する：山東は７６パーセントを中央に，２４

パーセントを地方に割当てる。…上海はすべて中央

収入に組み入れる」。ただし筆者は同�法の原文を未

見であり，上記は『上海財政税務志』編纂委員会

（１９９９，１６６）からの重引である。

（注１１）人民共和国期の地方財政収入は，「予算内

収入」（正規の収入）と，後述のように１９５４年に確立

する地方自籌経費収入からなる「予算外収入」に分

けられ，中央上解支出は予算内収入にもとづき算出

された。そして予算内収入から中央上解支出を引い

たものが「地方分成収入」となり，これと「予算外

収入」の合計が実際の地方収入となった［汪１９９５，６９

―６８］。

（注１２）ここでいう「地方」とは，大行政区，省（直

轄市），県（市）などの各級財政単位を総合した概念

であり，「地方」の内部，例えば各大行政区と当該領

域内の省，あるいは各省と県との間にも中央─地方

間と同様の財政関係が存在していた［中央人民政府

法制委員会１９５３，１２４―１３０］。

（注１３）とはいえ，当時の中共中央内部における税

財政制度に関する議論，およびその具体的な政策決

定過程については史料上の制約から不明な点が多い。

（注１４）酌撥制度の崩壊過程については，岩井

（２００４a）を参照。雍正年間（１７２３～３５年）に整備さ

れ，地方において徴収された正規の税収の中央への

送付（京餉）および他省への送付（協餉）を中央の

戸部が統一的に管理するこの制度は，原理的には人

民共和国の税財政制度に類似している。また，この

制度を機能させる上で戸部が各省の銀庫に現実に存

する款項と数目を的確に掌握しておくことが不可欠

であった点は，後述の人民共和国初期における国家

経済間の帳簿決済化の拡大と財政収支管理の関係を

考える上で示唆的である。

（注１５）それを裏付ける事実として，三木（１９７１，３５５

―３５６）においては１９５２年末に河北，江蘇，広東，内

蒙古，東北等の合作社が独断で代用貨幣を発行し，

地域的な一般的流通手段としていた例が紹介されて

いる。

（注１６）人民共和国初期の都市における徴税過程に

ついては近年研究が進んでおり，武漢市を扱った

Wang（２００１），天津市と上海市を検討した陳（２００５）

が貴重な成果として挙げられる。筆者の上海市の徴

税過程に対する理解は基本的に両者の見解に近いが，

制度化を通じた徴税能力の向上を指摘するWang

（２００１）よりも，制度化という概念に収まりきらな

い「納税戸を組織する能力」や「階級闘争的政治動

員」を強調する陳（２００５）の立場により近い。今後
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は，なぜ中共が徴税過程に大衆を動員しより緻密な

徴税体制を築くことができたのかという問題が追究

されるべきであろう。

（注１７）徴税主体と税収入の帰属先が必ずしも一致

しないため，本稿では，実際に徴収した額を「徴税

額」，中央・地方財政に収入として組み入れられる額

をそれぞれの「税収」として区別する。

（注１８）なお，以下の徴税額の増減に関する記述に

ついては，先に示した上海市の卸売物価指数でデフ

レートしても同様の傾向が認められる。

（注１９）ただし興味深い点として，前掲表１，表２に

もとづき上海市の貨物税系統徴税額の全国税収額に

占める割合（上海市徴税額／全国税収額）を算出す

ると，１９４６／４７年にはそれぞれ５３パーセント，４９パー

セントと実に約半分近くに達していたが，５１年以降

は一貫して２０パーセント弱に減少している。徴税額

自体が緩やかに増加していたことを考慮すると，こ

うした人民共和国建国以後の割合の低下は，民国期

に形成された上海への税源の集中という状況が変容

しつつあったことを示唆しているといえよう。

（注２０）徴税額の増減に関しては税率の変動も重要

な要素であるが，ここでは差し当たり金融業や証券

業，仲介業に対する営業税税率が戦後国民政府期（１．５

～４パーセント）に比べ人民共和国初期において高

く設定されている点（１．５～１５パーセント），製造業

に対する所得税の控除率が戦後国民政府期（１０パー

セント）より人民共和国初期の方が高い（１０～４０パ

ーセント）点のみを指摘しておく［国家税務総局

２００１，４３６―４３７，４４１―４４３，４６２―４６３；劉 １９８８，第２

部１３―２８，１０７―１１２，４１３―４２０］。

（注２１）顧（２００２，１６１―１６３）を参照。また，Wang

（２００１，２４７―２４９），陳（２００５，１４８―１６４）においても，

それぞれ武漢市と上海，天津両市における基層徴税

組織の充実と徴税能力強化の関係が指摘されている。

（注２２）市財政収入においては地方債の役割が注目

されるが，管見の限り，両時期を通じて上海市の地

方債収入はない。日中戦争以前および日本占領下の

上海市では地方債収入が財政を支えていたが，戦後

において地方債は発行されなかったようである。一

方，人民共和国初期においては，１９５０年の人民勝利

折実公債（現物換算の公債）など国債の募集が上海

市に任務として割り当てられていた［銭１９４６，１０４―

１１４；汪１９９５，１４１―１４６］。

（注２３）「三反」，「五反」運動については，差し当

たり上原（１９７５／７６），泉谷（２０００）を参照。汪（１９９５，１２８

―１２９）によれば，１９５２年の「その他の収入」中の罰

金・没収の割合は３７．７パーセント（３４８７億元）に達

したとされ，これは同年の市財政収入の１３．６パーセ

ントにあたる。

（注２４）地方自籌経費は，中央人民政府政務院の「地

方建設の必要に適応し，国家予算以外のいくつかの

解決が必要な問題を解決するために，人民が自ら望

み人民の負担を増加させないという原則の下，省市

人民政府が必要なときに工商各税徴収額を計算標準

として２～６パーセントを独自に徴収することを許

可する」とする指示（発出年月日不明）にもとづき，

上海市においては１９５４年から正式な予算外収入項目

として確立した［「為擬具上海市地方自籌経費方案報

請核備由」］。これは現在まで継続する予算外資金の

源流であるが，１９５４年の運用情況をみると中蘇友好

大厦と人民広場大道の建設など基本的に都市建設に

充てられていた［「１９５４年工作総結」］。

（注２５）戦後初期において上海市政府が公営事業と

して営んだのは，数本の路線バスとガス会社，また

復業した上海市銀行と興業信託社，市営の渡し船の

みであり，その収入の詳細は明らかにされなかった

とされる［銭１９４６，１２１］。

（注２６）ただし，人民共和国初期を通じた地方工業

収入の増加からも看取できるように，１９５５年以前に

も市政府による市所属企業拡大の試みは存在してい

た。１９４９年５月の上海軍事占領時に接収された旧国

民政府系の国営企業はほぼすべて華東大行政区に所

属することとなったが，後に７，８の公私合営紡織

工場を地方所属に移管している。また１９５１年６～７

月には上海市財政経済委員会地方工業処が設立さ

れ，５２年までに新裕第一紗�，光中染織�，永新化

工�，天山化工�，関勒銘金筆�，協�縫紐機�等

を購入あるいは出資，合営化したとされる［顧

２００２，１８５―１９０］。

（注２７）私営企業の利潤分配については，１９５０年１２

月公布の「私営企業暫行条例」第２５条において，決

算後の利潤中，先に所得税，欠損の補�分，１０パー

政権交代と上海市財政構造の変動（１９４５～５６年）
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セント以上の公積金（積立金）を除いた後，株主に

は年利８パーセント以下の股息（出資額に対する利

息）を割り当て，またその余りを（１）股東紅利（株

式配当）および董事（理事）等の報酬金（６０パーセ

ント以上），（２）安全衛生設備基金（工業，鉱産業は

１５パーセント以上），（３）職員・労働者福利基金およ

び奨励金等（１５パーセント以上），（４）その他，に分

配するとされた［中共中央文献研究室１９９２，５１６―

５２３］。その後，１９５３年１０月に政務院財政経済委員会

は「四馬分肥」（企業利潤を公積金，所得税，出資者

代理人報酬を含む株主配当，職員労働者福利金に分

け，株主配当は原則として２５パーセントを超えるこ

とができない）方式を導入していた［上海社会科学

院経済研究所１９８０，１６０］。

（注２８）「中共上海市委対資改造十人小組関於公私

合営企業定股発息工作的通知」（１９５６年７月２７日）［中

共上海市委統戦部・中共上海市党史研究室・上海�

案館１９９３，７８７―７８８］。また中国科学院上海経済研究

所・上海社会科学院経済研究所（１９５９，２３３―２３６）も

参照。

（注２９）以下は上海市財政局の自己批判文の一部で

あるが，当時の上海市の立場を示しており興味深い。

「……１９５１年の財政収支系統劃分後，我々はこの財

政上の新措置が地方の積極性をより促進するものと

認識したが，一方では古い財政劃分の理論からこれ

を認識し，地方財政と国家財政の関連を曖昧にし，

本位主義思想を助長してしまった。例えば上納任務

の執行に対して，十分に決然としておらず，我々の

地方財政には中央税の分成がないばかりか，１９５１年

の予算から７００億元あまりの上納を出さなければなら

ないことを不公平だと感じ，反抗の思想が生まれ，

任務に対して引き延ばしの態度を採った（１９５２年３

月にようやく全て上納した）」［「検討報告」］。

（注３０）一方で，増加する公私合営企業の財務管理

は市政府にとって喫緊の問題であった。「公私合営企

業の財務管理業務に対する主体性が足りない。上海

は私営商工業が最も集中する都市であり，私営商工

業に対して社会主義改造を行うことは本市の主要な

任務のひとつであり，今年から公私合営企業はすで

に大量に増加しているが，我々は合営企業の財務管

理に対していまだに主体的に研究を行っていない。

ただ単に中央の規定を待つだけでは財務管理業務を

社会主義改造の深化にしたがって強化することはで

きない」［「１９５４年工作総結」］。

（注３１）田島（１９９４，６）はこの財政制度を「地方

分権を前提とした集権制度」と表現している。

（注３２）市政府が直接管理する工業企業の単位数お

よび生産額は，上海市統計局（１９８４，７７，８５）の表

中の全市総計－（中央工業＋集体所有制工業＋其他

経済類型工業）により算出。大阪市立大学経済研究

所（１９８６，１３４―１３９），関（１９８９，４０―４６）も参照。
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第１冊』北京 中央文献出版社．

中国科学院上海経済研究所・上海社会科学院経済研究

所編１９５８．『上海解放前後物価資料匯編（１９２１年―

１９５７年）』上海 上海人民出版社．

───編著１９５９．『上海資本主義工商業的社会主義改

造』上海 上海人民出版社．

中国社会科学院・中央�案館編１９９５．『中華人民共和

国経済�案資料選編１９４９―５２（財政巻）』北京 経済

管理出版社．

───２０００．『中華人民共和国経済�案資料選編１９５３―

５７（財政巻）』北京 中国物価出版社．

中央人民政府法制委員会編１９５３．『中央人民政府法令

彙編 １９５１』北京 人民出版社．

左春台・宋新中主編１９８８．『中国社会主義財政簡史』

北京 中国財政経済出版社．

（�案資料）上海市�案館蔵．［ ］内は全宗番号，目

録番号，案巻番号をさす．

●上海市政府�案（国民政府時期）
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「上海市地方財政統計資料 第３号（包括３４年９月至

３６年度各項地方財政収支之統計分析数字）」上海市

財政局統計室編印，１９４７年１０月，［Q１―９―２９］．

「３５年度統計総報告底稿」，［Q１―１８―１７２］．

「上海市政府３７年度統計総報告司法交通地政等総結」

作成年月日不明，［Q１―１８―１７４］．

「上海市地方財政統計総報告 ３６年度」上海市財政局

統計室編，作成年月日不明，［Q１―１８―２４７］．

●上海市財政局�案（国民政府時期）

「上海市財政局関於参議会対提送施政工作報告決議案

本局将遵�情形報核」作成年月日不明，［Q４３２―２―

１９６］．

「上海市財政局呈送参会財政部分施政報告的呈文及大

会有関財政部分決議案、執行情形表等」作成年月

日不明，［Q４３２―３―４０９］．

●上海市人民政府�案（人民政府時期）

「為擬具上海市地方自籌経費方案報請核備由」（上海市

人民政府→華東行政委員会，抄送：華東財委（２）・

市財委・華東財政管理局，報告（５４）滬府密財 ６５６

号 １９５４年３月２６日稿 １９５４年４月１日封発），［B

１―１―１３６１］．

●上海市統計局�案（人民政府時期）

「上海市国民経済統計 １９４９―１９５６年」上海市統計局

編，１９５７年１０月，［B３１―１―３２］．

●上海市税務局�案（人民政府時期）

「上海市税務統計 １９４９年６月至１２月」作成年月日不

明，［B９７―１―３３８］．

「上海市税務統計 １９５０年４月至６月」１９５０年１０月，［B

９７―１―３４０］．

「上海市税務統計 １９５０年１０月至１２月」１９５１年６月，［B

９７―１―３４２］．

「上海市税務統計 １９５１年度」１９５２年８月，［B９７―１―

３４３］．

「上海市税務統計 １９５２年度」１９５３年３月，［B９７―１―

３４４］．

「上海市税務統計 １９５３年度」１９５４年９月，［B９７―１―

３４５］．

「上海市税務統計 １９５４年度」１９５５年７月，［B９７―１―

３４６］．

「上海市税務統計 １９５５年度」１９５６年３月，［B９７―１―

３４７］．

「上海市税務統計 １９５６年度」１９５７年３月，［B９７―１―

３４８］．

●上海市財政局�案（人民政府時期）

「検討報告」（上海市人民政府財政局→華東財政部，報

告，１９５２年６月２日発出，市財秘字第１７７号，事由：

「為報告工作検討請審核由」の附件），［B１０４―１―

１１６］．

「１９５４年工作総結」作成年月日不明，［B１０４―１―１７５］．

「関於本市１９５５年決算和１９５６年予算的報告」１９５６年８

月７日，［B１０４―１―２２６］．

「関於上海市１９５６年決算和１９５７年予算草案的報告

（稿）」１９５７年８月１５日，［B１０４―１―２７２］．

「上海市１９４９年―１９５６年度財政収支統計表及基本建設支

出統計表（包括地方自籌部分）」上海市財政局

編，１９５７年１０月，［B１０４―１―２７３］．
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［付記１］本稿は，国際シンポジウム「１９４９年

前後の中国：その政治・経済・社会構造の断絶と

連続」（２００４年１２月１１～１２日，於明治大学）での報

告「戦後から人民共和国建国初期にかけての上海

商工業税制──徴税過程と地方財政構造を中心に

政権交代と上海市財政構造の変動（１９４５～５６年）
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──」（報告原稿は，平成１４～１７年度科学研究費補

助金 基盤研究B（１）〔課題番号１４３１０１６９〕研究成果

報告書『１９４９年前後の中国──その政治・経済・

社会構造の断絶と連続──』２００５年１２月，１４６―１５６

頁に収録）および当日の議論をもとに，新たに執

筆したものである。

［付記２］本稿は，富士ゼロックス小林節太郎

記念基金２００５年度小林フェローシップの助成によ

る海外調査の成果にもとづき作成されたものであ

る。記して謝意を表したい。

（東京大学大学院人文社会系研究科博士課

程，２００６年１月１７日受付，２００７年１月１０日レフェ

リーの審査を経て掲載決定）
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